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地 方 公 共 団 体 に よ る Ｌ Ｒ Ｔ の 導 入 に つ い て

はじめに

路 面 電 車 は 、 元 々 は 馬 車 軌 道 を 電 化 し た も の で あ り 、 世 界 初 の 営 業

用 路 面 電 車 は 、 年 に ド イ ツ の 首 都 ベ ル リ ン 郊 外 ㎞ を 走 っ た も1881 2.4

の が 最 初 と さ れ る 。 そ の 後 、 世 紀 末 か ら 世 紀 初 頭 に か け て 、 路19 20

面電車は都市内交通機関の主役として世界各地に広まっていった。

わ が 国 の 路 面 電 車 は 、 年 （ 明 治 年 ） に 営 業 を 開 始 し た 京 都1895 28

電気鉄道が最初であり、その後、最盛期の 年（昭和 年）には全1932 7

、 （ ） 。 、 、国 都市 事業者 うち公営 に達した しかし 年代以降65 82 9 1960

モ ー タ リ ゼ ー シ ョ ン の 進 展 に よ り 、 自 動 車 交 通 の 阻 害 要 因 と み な さ れ

て 次 々 と 廃 止 さ れ 、 現 在 で は 事 業 者 （ 公 営 、 民 営 ） と な っ て19 5 14

いる。

、 、 、欧米においても わが国同様 モータリゼーションの進展を受けて

第 二 次 世 界 大 戦 以 降 、 路 面 電 車 は 廃 止 さ れ て い っ た 。 し か し な が ら 、

年 代 、 モ ー タ リ ゼ ー シ ョ ン の 一 層 の 進 展 に 伴 う 渋 滞 問 題 や 地 球 環1970

境 保 全 へ の 大 き な 関 心 の 下 、 公 共 交 通 と し て の 路 面 電 車 の 見 直 し ・ 再

生の動きが進むことになった。

年 カ ナ ダ の エ ド モ ン ト ン 、 そ れ に 続 く 年 米 国 の サ ン デ ィ1978 1981

、 。 、エゴにおいて 旧来の路面電車はＬＲＴとして復活を遂げた その後

Ｌ Ｒ Ｔ の 導 入 は 、 郊 外 部 と 都 心 部 を 結 ぶ 公 共 交 通 機 関 の 提 供 と 、 中 心

市 街 地 の ト ラ ン ジ ッ ト モ ー ル 化 に 伴 う 沿 道 整 備 に よ っ て 、 中 心 市 街*1

地 の 活 性 化 に 寄 与 し て 大 成 功 を 収 め る こ と と な り 、 欧 米 各 地 に 広 が っ

1978 23ていった 年以降 新たに路面電車・ＬＲＴが開業した都市は。 、 、

カ国、 都市を数える 。61 *2

こ う し た 欧 米 に お け る 動 き を 受 け て 、 わ が 国 に お い て も 、 年代1990

か ら 各 地 に お い て 、 Ｌ Ｒ Ｔ の 導 入 に つ い て 検 討 が 行 わ れ る よ う に な っ

た 。 こ れ ら の 検 討 に お い て は 、 地 方 公 共 団 体 が 主 体 的 に Ｌ Ｒ Ｔ の 導 入

を 検 討 す る も の も 少 な く な い 。 し か し 、 わ が 国 で も 、 各 既 存 事 業 者 に



富 山 市 に お け る 富 山 港 線 の Ｌ Ｒ Ｔ 化 に つ い て は 、 本 報 告 書 が と り ま と め ら れ た*1
。時点で、建設中（ 年 月開業予定）であるため、除くこととした。以下同じ18 4
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お い て Ｌ Ｒ Ｖ （ ラ イ ト ・ レ ー ル ・ ビ ー ク ル ） と 呼 ば れ る 低 床 車 両 は 導

入 さ れ つ つ あ る が 、 Ｌ Ｒ Ｔ の 新 線 建 設 や 本 格 的 な 延 伸 は 未 だ 実 現 し て

いないのが現状である 。*1

こ の た め 、 本 検 討 会 で は 、 地 方 公 共 団 体 が 主 体 的 に Ｌ Ｒ Ｔ の 導 入 を

図 る 際 の 諸 課 題 の う ち 、 経 済 的 な 側 面 の 分 析 や 公 的 負 担 の 考 え 方 を 中

心に調査検討を行うこととした。
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第１章 ＬＲＴの意義

１ ． Ｌ Ｒ Ｔ と は

ＬＲＴとは、 （ライト・レール・トランジット）のLight Rail Transit
略で、 年 代 の 米 国 に お い て 、 路 面 電 車 の 古 色 蒼 然 と し た イ メ ー1970

ジ を 払 拭 す る た め に つ け ら れ た 呼 称 で あ る 。 わ が 国 で は 「 次 世 代、

路 面 電 車 「 次 世 代 路 面 交 通 シ ス テ ム 「 軽 量 軌 道 輸 送 機 関 」 な」、 」、

ど と 訳 さ れ 、 旧 来 の 路 面 電 車 を 高 度 化 し た 交 通 シ ス テ ム と 捉 え ら れ

て い る 。 こ の た め 、 Ｌ Ｒ Ｔ の 明 確 な 定 義 は 存 在 し な い が 、 そ の 主 要

な 要 素 と し て は 、 低 床 車 両 を 使 用 し 、 か つ 旧 来 の 路 面 電 車 に 比 し て

高速、低騒音、低振動で運行が可能であることが挙げられる。

２ ． Ｌ Ｒ Ｔ の 特 徴

( ) 鉄軌道系交通機関に共通の特徴1

Ｌ Ｒ Ｔ の 特 徴 と し て は 、 鉄 軌 道 系 交 通 機 関 共 通 の も の と し て 、

以下の点をまず挙げることができる。

経済的な面では、

①巨額な投資額と長期の回収期間

②サンクコスト (埋没費用 )の発生

③投資の不分割性、規模の経済性の存在

④外部経済の存在

などである。

こ の う ち 、 ② 「 サ ン ク コ ス ト の 発 生 」 と は 、 例 え ば 、 鉄 道 施 設

の ほ と ん ど は 、 鉄 道 事 業 以 外 に 使 用 す る こ と が で き ず 、 事 業 が 成

、 。 、立しなかった場合には 投資が無駄となることを意味する また

③ 「 投 資 の 不 分 割 性 」 と は 、 例 え ば 、 あ る 地 点 に 鉄 道 を 通 す と す

れ ば 、 最 低 限 単 線 の 軌 道 を 建 設 し な け れ ば な ら ず 、 こ の た め の 投

資 コ ス ト は 乗 客 数 と の 相 関 度 に 関 係 な く 必 要 と な る こ と で あ る 。

④ 「 外 部 経 済 」 と は 、 い わ ゆ る 開 発 利 益 の よ う に 、 市 場 を 経 る こ

となく、第三者に便益を与えることである。

こ れ ら の 鉄 軌 道 系 交 通 機 関 に 共 通 の 経 済 的 な 特 徴 を 理 由 と し

て、公的支援や参入・料金規制などが行われている。

( ) ＬＲＴ固有の特徴2

次 に 、 Ｌ Ｒ Ｔ 固 有 の 特 徴 で あ る が 、 Ｌ Ｒ Ｔ が 他 の 鉄 軌 道 系 交 通



例えば、宇都宮浄人「路面電車ルネッサンス」 、新潮社、 。*1 2003 40-42P
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機関に比べて優れている点は、以下のとおりである。

①ＬＲＴと他の鉄軌道系交通機関の比較

ｱ )優れた乗降性

路 面 へ の 軌 道 敷 設 や 低 床 車 両 等 の 導 入 に よ り 、 高 架 や 地 下

方 式 を と る 他 の 鉄 軌 道 系 交 通 機 関 に 比 べ 、 乗 降 時 間 が 短 い こ

と を 含 め 、 格 段 に 乗 降 性 に 優 れ て い る 。 こ の 優 れ た 乗 降 性 に

よ り 、 高 齢 者 を は じ め と し た 交 通 弱 者 に 「 優 し い 」 交 通 機 関

と 評 価 さ れ て い る 。 ま た 、 中 心 市 街 地 活 性 化 の 観 点 か ら は 、

駅 間 距 離 を 短 く し た 場 合 「 水 平 エ レ ベ ー タ ー 」 と し て 市 街、

地 内 の 移 動 の 円 滑 化 に 優 位 性 を 発 揮 す る ほ か 、 軌 道 の 存 在 に

よ り 、 ト ラ ン ジ ッ ト モ ー ル 化 に 当 た っ て 、 無 軌 道 系 交 通 機 関

に 比 べ 歩 行 者 の 安 全 な エ リ ア が 明 確 に な る な ど の 点 も 評 価 さ

れている。

ｲ )需要への柔軟な対応

Ｌ Ｒ Ｔ は 、 ボ ギ ー 車 （ 単 車 ） に よ る 運 転 か ら 、 連 接 車 両 の

運 転 、 さ ら に は そ の 連 結 等 に よ り 、 需 要 に 柔 軟 に 対 応 す る こ

とが可能である。

ｳ )割安な建設コスト

地 下 鉄 や 高 架 式 の モ ノ レ ー ル ・ 新 交 通 シ ス テ ム （ 以 下 「 新

交 通 シ ス テ ム 等 」 と い う ） な ど に 比 べ 、 地 下 構 造 物 や 高 架。

構 造 物 に か か る 費 用 が 基 本 的 に 不 要 と な る た め 、 建 設 コ ス ト

が 分の ～ 分の 程度と割安である。10 1 3 1

ｴ ) 都市のシンボル性、ネットワークの明確性

欧 米 に お い て Ｌ Ｒ Ｔ を 導 入 し た 都 市 で は 、 都 市 に お け る シ

ン ボ ル と し て 高 い 評 価 を 得 て い る 事 例 が 多 く 見 ら れ る 。 こ*1

れ は 、 Ｌ Ｒ Ｔ が 地 下 鉄 や バ ス な ど に 比 べ て 路 線 が 目 に 見 え る

（ ネ ッ ト ワ ー ク の 明 確 性 ） と と も に 、 路 面 を 走 る こ と か ら 、

地 域 住 民 や 訪 問 者 の 目 に つ き や す い た め と 考 え ら れ る 。 こ の

た め 、 欧 米 の 都 市 に お い て は 、 都 市 の 顔 と し て Ｌ Ｒ Ｔ の デ ザ

イン等に力を注いでいる。

ｵ )郊外線との連結や既存路線の活用（カールスルーエ方式）

欧 米 で 導 入 さ れ て い る Ｌ Ｒ Ｔ の 中 に は 、 技 術 革 新 に よ り 、

郊 外 線 と 連 結 し て 高 速 運 転 を 行 っ た り 、 既 存 路 線 を Ｌ Ｒ Ｔ 化

す る な ど 、 既 存 ネ ッ ト ワ ー ク を 活 用 し て 飛 躍 的 に 交 通 サ ー ビ



正司健一「都市公共交通政策」 、千倉書房、 ほ か 。*1 2001 92-95P
社 団 法 人 日 本 プ ロ ジ ェ ク ト 産 業 協 議 会 「 Ｌ Ｒ Ｔ 導 入 ガ イ ド ラ イ ン の 検 討 と 新 規*2
構想（滋賀県湖南地区・枚方市）の提言」 、第２章ほか。1999
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ス を 向 上 さ せ て い る 例 が 見 ら れ る 。 ま た 、 欧 米 で は 、 郊 外 で

は 多 連 結 と し 、 一 方 、 都 市 内 部 で は 小 連 結 に し て 複 数 の 路 線

に 分 散 す る な ど 、 需 要 に 応 じ て 車 両 の 連 結 数 を 変 え る Ｌ Ｒ Ｔ

も見られる。

ｶ)快適性

Ｌ Ｒ Ｔ は 、 車 軸 と 車 輪 の 間 に ゴ ム ブ ロ ッ ク な ど を 圧 入 し た

弾 性 車 輪 や 、 樹 脂 で レ ー ル を 固 定 し た 制 振 構 造 の 軌 道 の 採 用

な ど に よ り 、 低 騒 音 、 低 振 動 を 実 現 し 、 従 来 の 路 面 電 車 に 比

べ 快 適 性 を 向 上 さ せ て い る 。 ま た 、 軌 道 敷 に 芝 生 を 植 え る こ

と （ 芝 生 軌 道 ） に よ り 、 景 観 の 向 上 や 騒 音 の 抑 制 に 努 め る 例

も見られる。

②鉄軌道系交通機関における役割分担

他 の 鉄 軌 道 系 交 通 機 関 と 比 較 し た Ｌ Ｒ Ｔ の 特 徴 は 上 記 のと①

お り で あ る が 、 各 鉄 軌 道 系 交 通 機 関 に お い て は 、 輸 送 力 、 高 速

性 、 定 時 性 、 建 設 コ ス ト が 異 な る た め 、 都 市 の 規 模 に お い て そ

れ ぞ れ 役 割 分 担 す る こ と が 適 当 で あ る と 考 え ら れ て い る 。 具*1

体 的 に は 、 専 用 軌 道 を 走 る こ と な ど か ら 輸 送 力 は 地 下 鉄 、 新 交

通 シ ス テ ム 等 、 路 面 電 車 の 順 に 大 き い が 、 特 に 地 下 鉄 に つ い て

は 、 路 面 交 通 に 影 響 を 与 え な い 一 方 、 建 設 コ ス ト が 非 常 に 高 い

こ と か ら 、 土 地 の 利 用 度 の 極 め て 高 い 地 域 で な け れ ば 導 入 が 難

し い 。 こ の こ と か ら 、 一 般 的 に わ が 国 で は 、 地 下 鉄 は 大 都 市 等

に お い て 、 Ｌ Ｒ Ｔ は 中 規 模 都 市 等 に お い て 、 そ れ ぞ れ ふ さ わ し

いと考えられている （表 ）*2。 1

( ) 鉄軌道系交通機関と自動車交通機関の比較3

①鉄軌道系交通機関と自動車交通機関の比較

次 に 、 鉄 軌 道 系 交 通 機 関 と 自 動 車 交 通 機 関 を 比 較 し 、 そ れ ぞ

れ の 優 位 点 を 整 理 す る 。 ま ず 、 鉄 軌 道 系 が 一 般 的 に 優 れ て い る

点は、以下のとおりである。

ｱ)定時性

鉄 軌 道 系 交 通 機 関 は 、 時 刻 表 ど お り に 運 行 す る こ と が 比 較

的 容 易 で あ る が 、 バ ス 等 の 自 動 車 交 通 機 関 に お い て は 、 道 路



表1

LRT 路面電車 新交通システム モノレール 地下鉄 ガイドウェイバス 路線バス

最高速度 60～120ｋｍ/h
60～70km/h

（併用軌道40km/h）
50～60km／h 65～80km／h 80～100km／h 60km／h程度 60ｋｍ/h（道交法）

衷定速度 18～40ｋｍ/h 12～20km/h 22～31km/h 26～43km/h 25～60km/h 20～30km/h 5～15ｋｍ/h

最小運転間隔 約1分 40秒 2.5～15分 2.5～7.5分 2～3分 約30秒

最大輸送量 6,000～20,000人/時 4,000～10,000人/時 2,000～20,000人/時 4,000～22,000人/時 10,000～40,000人/時 9,600人/時 5,000～10,000人/時

停留所間隔 400～1,000m 400m前後 700～1,400m 700～2,000m 500～2,000m 500～900m 300～500m

運行制御 有人（ワンマン/ツーマン） 有人（ワンマン） 有人（ワンマン）/無人 有人（ワンマン/ツーマン） 有人（ツーマン） 有人（ワンマン） 有人（ワンマン）

最小運行規模 1両 1両 3両 2両 1～3両 1両 1両

最大列車編成 2～4両 3両 6両 6両 4～10両 1両 連接バス（2両）

車両長さ 14～30m 14～23m 6～8m 13～16m 15～23m 11m程度 11m程度

床高さ 300～800mm 850mm － － － － 350～280mm

車両当たり定員

（座席）
25～80席 22～40席 20～30席 約40席 32～84席 約30人 約30人

編成（または車両）

当たり定員
110～250人/編成 100～180人/編成 60～70人/車両 80～100人/車両 140～280人/車両 約90人/車両 約90人/車両

加速度 約5.0km/h/s 約3.0km/h/s 約3.5km/h/s 約3.0～4.0km/h/s 約3.3km/h/s － 約3.3～4.3km/h/s

減速度（常用） 約6.0km/h/s 約3.5km/h/s 約3.5～4.0km/h/s 約3.5～4.0km/h/s 約3.5km/h/s － －

減速度（非常） 約10.0km/h/s 約4.5km/h/s 約4.5～5.0km/h/s 約4.5km/h/s 約4.0km/h/s 約12.0km/h/s 約16.6km/h/s

軌　道 地上（路面）、高架，地下 地上（路面） 高架（路上）、地下 高架（路上等）、地下 地下（一部地上高架） 地上（路面）、高架（路上） 地上（路面）

導入空間寸法 幅6,000×高4,500 幅5,000×高4,500 幅6,750×高3,500 幅7,570×高3,850 幅8,600×高4,900 幅7,500 －

最小曲線半径 約18m llm 25～100m 50～120m 160m 約16m（専用軌道） 約9m（車両性能）

最急勾配 80‰ 40‰（67.5‰） 25～60‰ 40～74‰ 35‰（60‰） 60‰ 90‰（道路構造令）

電車優先信号付き交通信
号、高速運転区間は閉塞方
式

交通信号 ATC、ATS、ATO ATC、ATS、ATO ATC 交通信号 交通信号

直流600～750V 直流600V 直流750V 直流750～1500V 直流1500V ディーゼル機関 ディーゼル機関

資料：『LRT導入の可能性に関する調査・研究』（平成3年3月、（社）日本交通計画協会）、『路面電車活用方策検討調査』（平成10年3月、運輸省・建
　　　設省）、『都市内バスサービスの現状と課題』（1988年10月、日本交通政策研究会）、『鉄道六法』第一法規

注1）地下鉄の加減速性能は京都市交通局烏丸線を参考、駅間距離は時刻表より

注2）ＬＲＴ建設費　トロント約25億円、パリ約17億円　いずれも車両を除く

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　財団法人運輸政策研究機構「まちづくりと連携したLRTの導入に関する調査」より

車両コストのみ

信号保安設備

動　　　力　　　源

建　　　設　　　費 約15～25億円／複線ｋｍ

LRTと他交通システムのシステム諸元比較

約10～20億円／複線ｋｍ
約70～120億円／複線ｋ

ｍ
約100～190億円／複線ｋｍ 約250～350億円／複線ｋｍ

約30～40億円／複線ｋｍ
（高架区間）

シ
ス
テ
ム
性
能

車
　
　
　
両

走
行
路
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例えば、自動車では１時間１方向１車線当たりで 台（乗用車換算、高規格*1 2,200
の 一 般 道 路 容 量 値 ） の 走 行 が 限 界 と さ れ る が 、 鉄 軌 道 系 の 交 通 機 関 の 場 合 、 １
時間１方向当たり 人以上の乗客を輸送できるとされる （正司健一「都市20,000 。

公共交通政策」 、 千 倉 書 房 、 ）2001 4P
宇都宮浄人「路面電車ルネッサンス」 、新潮社、 。*2 2003 62P
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環 境 に 大 き く 影 響 さ れ 必 ず し も 時 刻 表 ど お り に 運 行 さ れ な い

こ と も あ る こ と か ら 、 定 時 性 の 点 で は 鉄 軌 道 系 交 通 機 関 が 相

対的に勝る。
*1ｲ )大量輸送

鉄 軌 道 系 交 通 機 関 は 、 車 両 の 連 結 運 転 に よ り 、 大 量 輸 送 を

行うことができる。

ｳ )低環境負荷

鉄 軌 道 系 交 通 機 関 は 、 乗 客 一 人 当 た り の 排 出 ガ ス や 消 費 エ

ネ ル ギ ー の 量 が 小 さ い な ど 、 環 境 に 与 え る 負 荷 が 相 対 的 に 低

い。

ｴ)速達性

都 市 部 に お い て は 、 一 般 的 に 信 号 待 ち や 渋 滞 の た め 自 動 車

の 平 均 速 度 は 低 く 、 鉄 軌 道 系 交 通 機 関 の 方 が 目 的 地 ま で の 到

達時間が早い。

な お 、 一 人 当 た り の 専 有 面 積 を 比 べ る と 、 普 通 乗 用 車 は バ ス の

倍 で あ り 、 土 地 の 高 度 利 用 が 求 め ら れ る 都 心 部 に お い て は 、15 *2

自 家 用 の 普 通 乗 用 車 よ り も 公 共 交 通 機 関 を 優 先 さ せ る こ と は 、 極

めて合理的であると言える。

一 方 、 自 動 車 交 通 機 関 が 一 般 的 に 優 れ て い る 点 は 、 以 下 の と お

りである。

ｱ )ドア・トゥ・ドアの移動

自 動 車 は 、 出 発 地 点 か ら 到 着 地 点 ま で 他 の 交 通 機 関 に 乗 り

換えることなく、ドア・トゥ・ドアで移動できる。

ｲ)快適性

自 動 車 は 、 相 対 的 に 他 の 交 通 機 関 よ り 快 適 に 移 動 で き る 。

特 に 自 家 用 自 動 車 の 場 合 に は 、 空 間 の デ ザ イ ン や 装 備 に 優 れ

るとともに、完全に私的空間として利用できる。

ｳ )荷物の運搬

相対的に一人当たりの運べる荷物が多く、かつ ｱ ) の理由と

併せて、荷物の運搬が相対的に容易である。

な お 、 鉄 軌 道 系 交 通 機 関 に か か る コ ス ト と 自 家 用 自 動 車 に か か

る コ ス ト を 比 較 し た 場 合 、 図 の と お り 、 直 接 コ ス ト は 自 家 用1-1
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自 動 車 の 方 が 低 く な っ て い る 。 し か し な が ら 、 図 の と お り 、1-2

道 路 建 設 ・ 維 持 コ ス ト や 自 動 車 の 購 入 ・ 維 持 コ ス ト な ど の 間 接 的

な ユ ー ザ ー 費 用 、 渋 滞 に よ る 外 部 不 経 済 や 自 動 車 事 故 の 発 生 に よ

、 、る社会的コスト 環境コストなどを含めた総コストを比較すると

自 動 車 交 通 機 関 と 鉄 軌 道 系 交 通 機 関 で は 逆 転 す る こ と に 注 意 が 必

要 で あ る （ な お 、 こ の 図 で は 移 動 時 間 に か か る コ ス ト な ど に つ。

いては考慮されていない ）。

1-1図

1-2図
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こ の 他 に 、 デ ュ ア ル モ ー ド ・ バ ス の 一 種 で あ る Ｆ Ｉ Ｔ Ｓ （ フ レ キ シ ブ ル ・ イ ン*1
、テリジェント・トランスポート・システム）と呼ばれる新たな交通システムも

愛 知 万 博 で 運 行 さ れ る こ と と な っ て お り 、 軌 道 系 交 通 機 関 と 無 軌 道 系 交 通 機 関
の 長 所 を 備 え た も の と し て 期 待 さ れ て い る 。 な お 、 今 回 の 検 討 で は 、 こ れ ら の

デュアルモード・バス等との詳細な比較を行うことはできなかった。

：インテリジェント・トランスポート・システムの略。最*2 Inteligent Transpot Systems
先 端 の 情 報 通 信 技 術 を 用 い て 人 と 道 路 と 車 両 と を 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク で 結 ぶ こ と

に よ り 、 交 通 事 故 、 渋 滞 な ど と い っ た 道 路 交 通 問 題 を 解 決 し よ う と す る 新 し い
交通システムのことをいう。
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②ＬＲＴとバスの比較

Ｌ Ｒ Ｔ と バ ス を 比 較 し た 場 合 、 Ｌ Ｒ Ｔ が バ ス に 比 べ て 優 れ て

い る 点 と し て は 、 定 時 性 、 輸 送 力 、 ネ ッ ト ワ ー ク の 明 確 性 、 低

環 境 負 荷 な ど が 挙 げ ら れ る 。 一 方 、 バ ス に 比 べ Ｌ Ｒ Ｔ が 劣 っ て

い る 点 と し て は 、 建 設 コ ス ト が 高 い こ と や 路 線 設 定 の 自 由 度 が

低いことが挙げられる。

し か し な が ら 、 バ ス に お い て も 、 相 当 の コ ス ト は か か る も の

の 、 専 用 レ ー ン を 整 備 し た 場 合 （ Ｂ Ｒ Ｔ （ バ ス ・ ラ ピ ッ ド ・ ト

ラ ン ジ ッ ト ） と 呼 ば れ る ） に は 、 鉄 軌 道 系 交 通 機 関 と 定 時 性。

に お い て 劣 ら な い も の と な る こ と や 、 ト ロ リ ー バ ス や 燃 料 電 池

バ ス 等 Ｌ Ｒ Ｔ と 同 等 の 低 環 境 負 荷 の バ ス も 存 在 す る こ と に 注 意

を 要 す る 。 ま た 、 輸 送 力 に つ い て は 、 単 車 運 転 の 路 面 電 車 と*1

ＩＴＳ 技 術 を 駆 使 し て 近 接 運 転 を 可 能 と し た バ ス で は 、 む し*2

ろバスの方が輸送力を有する場合もある。

以 上 の こ と か ら 、 Ｌ Ｒ Ｔ の 導 入 は 、 バ ス と の 間 で 役 割 分 担 を

図 る こ と が 適 当 で あ り 、 観 光 ・ ま ち づ く り 等 の 観 点 か ら 特 に 単

車 と す る 必 要 が あ る 場 合 を 除 き 、 連 接 ・ 連 結 運 転 に よ っ て Ｌ Ｒ

Ｔ の 輸 送 力 を 発 揮 で き る 程 度 の 需 要 が 見 込 め る 地 区 に お い て 妥

当すると考えられる。



平 成 年 月現在。東京メトロ ㎞。東京都 ㎞。*1 17 1 183 109
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第２章 ＬＲＴの経営の実態と課題

１ ． わ が 国 の 路 面 電 車 の 現 状

2004 16 4 18 19わ が 国 で は 、 年（平成 年） 月 現 在 、 都市において

5 14の 路 面 電 車 事 業 が 実 施 さ れ て お り 、 う ち 公 営 が 事 業 、 民 営 が

事 業 と な っ て い る 。 わ が 国 の 路 面 電 車 は 、 年 （ 明 治 年 ） に1895 28

1932営業を開始した京都電気鉄道が最初であり、その後、最盛期の

年（昭和 年）には全国 都市、 事業（うち公営 ）に達した。7 65 82 9

その後、 年 代 以 降 モ ー タ リ ゼ ー シ ョ ン の 進 展 に よ り 、 自 動 車 交1960

通 の 阻 害 要 因 と 見 な さ れ る 等 の 理 由 に よ り 次 々 と 廃 止 さ れ 、 現 在 に

至っている （図 ）。 2

2図

東 京 や 大 阪 な ど の 大 都 市 に お い て は 、 最 盛 期 に は 網 の 目 の よ う な

ネ ッ ト ワ ー ク を 張 り 巡 ら し て い た 路 面 電 車 も 、 主 に 地 下 鉄 に と っ て

代 わ ら れ た 。 最 盛 期 の 東 京 都 の 路 面 電 車 網 は 総 延 長 ㎞に達した214

が 、 現 在 の 地 下 鉄 の 路 線 の 総 延 長 は ㎞ に 及 ん で い る 。 一 方 、292 *1

中 規 模 以 下 の 都 市 に お い て は 、 路 面 電 車 は 路 線 バ ス や 自 家 用 自 動 車

にとって代わられた。

近 年 の わ が 国 の 路 面 電 車 の 乗 客 数 は 、 微 減 傾 向 に あ る 。 た だ し 、

路面電車の事業規模の推移
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全国路面軌道連絡協議会調べ。*1
平 成 年度鉄道統計年報による。以下、特に言及のない場合は同じ。*2 13
大 都 市 高 速 鉄 道 ： 大 都 市 通 勤 圏 に お い て 、 旅 客 の 輸 送 を 主 と し て 行 い 、 最 混 雑*3

区 間 が 複 線 以 上 と な っ て い る 鉄 道 線 （ 高 速 軌 道 線 を 含 む ） 及 び こ れ に 接 続 す る。

同一経営の地域輸送を行う観光鉄道以外の鉄道線。

需 要 密 度 と は 、 営 業 路 線 １ ㎞ ・ １ 日 当 た り の 延 べ 人 ㌔ を い う 「 輸 送 密 度 」 ま*4 。

たは 「平均通過旅客数量」ともいう。、
*5 1999 59欧米については、宇都宮浄人「路面電車の現状と課題 （ 、運輸と経済第」

巻第 号）のデータから年間乗客数の記載がある事業者を抜粋して計算したも10
の。
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、 、 、バスの乗客数は 引き続き減少傾向にあるのに対して 路面電車は

傾 向 と し て 見 れ ば 下 げ 止 ま っ て き て い る 。 こ れ は 、 既 存 路 線 で は 自

動 車 な ど 他 の 交 通 機 関 と の 役 割 分 担 が ほ ぼ 固 ま っ て い る こ と や 、 各

事 業 者 に お け る Ｌ Ｒ Ｖ の 導 入 な ど の 努 力 が 効 果 を あ げ て い る こ と が

理由と考えられる。

（ ） 、 （ 、2003 15 7 2年度 平成 年度 の経営状況は 黒字事業者が 公営

民営 、赤字事業者が （公営 、民営 、全体で 億円の赤字5 12 3 9 43） ）

と な っ て お り 、 厳 し い 経 営 状 況 に あ る 。 特 に 、 償 却 前 営 業 収 支 比*1

率が ％ を 下 回 っ て い る （ 料 金 収 入 で ラ ン ニ ン グ 費 用 を ま か な え100

ていない）事業者が 事 業 者 と 半 数 を 超 え て お り 、極めて厳しい10 *2

経 営 状 況 が 窺 え る 。 な お 、 経 営 状 況 に つ い て は 、 公 民 で 顕 著 な 差 は

な い も の の 、 職 員 一 人 当 た り の 人 件 費 に つ い て は 、 公 営 事 業 者 は 民

営 事 業 者 の 約 倍 と な っ て い る 。 こ の た め 、 公 営 事 業 者 に お い て1.3

は、人件費の削減努力が一層求められる （表 ）。 2
*3他 の 鉄 軌 道 事 業 と 路 面 電 車 事 業 を 比 較 す る と 、 大 都 市 高 速 鉄 道

157.9 95.0の 償 却 前 営 業 収 支 比 率 が ％ で あ る の に 比 べ 、 路 面 電 車 は

％と を 下 回 っ て い る 。 こ れ は 、 路 面 電 車 の 平 均 的 な 姿 と し て100%

は 、 料 金 収 入 で ラ ン ニ ン グ 費 用 を ま か な え て お ら ず 、 現 行 の 支 援 制

度 を 前 提 と し て は 、 延 伸 等 の 新 規 投 資 が で き な い ば か り か 、 通 常 の

更新投資もできない状況にあることを表している。

、 、 、また 路面電車は 需要が平均需要密度 で約 人㌔／日㎞と*4 7,300

大都市高速鉄道の約 人㌔／日㎞の 分 の 以 下 と な っ て お100,000 10 1

り 、 都 市 内 輸 送 と し て は 「 比 較 的 小 さ い 需 要 」 を 担 当 し て い る 。 他

方、こうした需要の程度を欧米と比較するため、 日 路線 キロ1 1 1

当 た り の 乗 客 数 の 平 均 で 比 較 す る と 、 日 本 で は 約 人 ／ 日 ㎞ で2,300

あるのに対して、欧米では 人 ／ 日 ㎞ 程 度 と な っ て い る 。経営2,100 *5

状 況 の 厳 し い わ が 国 の 路 面 電 車 で あ っ て も 、 需 要 の 大 き さ と し て は

欧 米 と の 比 較 の 上 で は 十 分 な 量 を 有 し て い る こ と が 注 目 さ れ る 。 欧



表２

（公営）

札幌市 92 8.5 30 6,831 1,150,059 54.27 1,593,405,000 1,448,381,000 102.2% 90.9% 17,319,620 404,183 8,332,000 10.82 3.07

函館市 50 10.9 35 5,287 1,135,350 53.98 1,414,737,000 1,192,006,000 94.3% 84.3% 28,294,740 359,066 7,085,000 4.59 1.43

東京都（荒川線） 145 12.2 41 12,026 2,585,725 48.29 2,593,634,000 2,662,041,000 116.1% 102.6% 17,887,131 350,269 7,321,000 11.89 3.54

熊本市 123 12.1 52 8,701 1,269,520 33.03 1,773,353,000 1,398,301,000 91.9% 78.9% 14,417,504 353,193 7,016,000 10.17 2.37

鹿児島市 117 13.1 51 7,576 1,320,573 36.46 1,473,829,000 1,628,906,000 119.1% 110.5% 12,596,829 327,269 6,449,000 8.93 2.29

公営路面電車計 527 56.8 209 7,461,227 8,848,958,000 8,329,635,000

公営路面電車平均 105 11.4 42 8,084 1,492,245 45.20 1,769,791,600 1,665,927,000 105.9% 94.1% 16,791,192 358,796 7,240,600 9.28 2.52

（民営）

東京急行電鉄（世田谷線） 76 5.0 20 24,105 1,676,196 38.10 2,278,337,000 1,743,345,000 104.0% 76.5% 29,978,118 356,197 8,158,000 15.20 3.80

富山地方鉄道 39 6.4 17 4,555 579,243 54.44 561,992,000 617,748,000 125.6% 109.9% 14,410,051 253,232 5,185,000 6.09 2.29

加越能鉄道（万葉線） 26 12.8 11 1,154 192,208 35.66 264,085,000 198,058,000 76.8% 75.0% 10,157,115 285,997 2.03 2.36

名古屋鉄道（岐阜市内線） 10.9 2,389 384,398 40.44

名古屋鉄道（美濃町線） 13.0 2,297 134,718 12.36

豊橋鉄道 48 5.4 15 3,709 309,105 42.29 386,129,000 338,243,000 92.4% 87.6% 8,044,354 214,827 4,191,000 8.89 3.20

福井鉄道 45 3.3 24 1,824 388,198 22.54 464,451,000 417,689,000 97.5% 89.9% 10,321,133 190,641 3,697,000 13.64 1.88

京阪電気鉄道（大津線） 324 21.6 62 9,265 1,809,543 24.77 5,453,404,000 2,207,897,000 51.9% 40.5% 16,831,494 344,913 7,968,000 15.00 5.23

阪堺電気軌道 133 18.7 39 4,987 1,521,138 44.69 1,899,238,000 1,616,467,000 92.2% 85.1% 14,279,985 277,724 7,003,000 7.11 3.41

京福電気鉄道 107 11.0 28 7,587 1,120,775 36.79 1,306,871,000 1,171,492,000 103.3% 89.6% 12,213,748 242,436 5,336,000 9.73 3.82

岡山電気軌道 47 4.7 21 3,693 389,454 61.48 379,039,000 444,654,000 124.9% 117.3% 8,064,660 226,614 4,434,000 10.00 2.24

広島電鉄 309 18.8 115 15,599 4,280,780 39.99 4,198,330,000 4,569,449,000 122.6% 108.8% 13,586,828 248,321 5,589,000 16.44 2.69

土佐電気鉄道 183 25.3 70 3,217 1,062,689 35.78 1,344,363,000 1,172,596,000 92.1% 87.2% 7,346,246 220,901 4,318,000 7.23 2.61

伊予鉄道 104 9.6 36 4,188 920,963 62.76 1,008,419,000 956,908,000 99.4% 94.9% 9,696,337 244,868 4,871,000 10.83 2.89

長崎電気軌道 184 11.5 75 16,173 1,812,906 26.71 1,854,616,000 1,859,814,000 105.5% 100.3% 10,079,435 215,655 4,931,000 16.00 2.45

民営路面電車計 1,713 178.0 565 16,582,314 23,372,241,000 18,186,830,000

民営路面電車平均 122 12.7 40 6,983 1,105,488 38.59 1,669,445,786 1,299,059,286 90.7% 77.8% 13,644,040 258,867 5,500,615 9.62 3.03

路面電車計 2,240 234.8 774 24,043,541 32,221,199,000 26,516,465,000

路面電車平均 118 12.4 41 7,258 1,202,177 40.24 1,695,852,579 1,395,603,421 95.0% 82.3% 14,384,464 287,418 6,050,084 10.10 2.84

注１：職員数、車両数は全国路面軌道連絡協議会調べ（平成１４年３月３１日現在）

注２：給与関係額については、軌道事業以外の鉄道事業を行っている事業者の場合には、鉄道事業に係る分を含む。

注３：公営路面電車平均、民営路面電車平均、路面電車平均欄における需要密度、平均運賃、基準賃金、給与総支給額は単純平均となっている。

注４：福井鉄道の営業キロ、需要密度は全国路面軌道連絡協議会調べ（平成１４年３月３１日現在）

需要密度
人㌔／日㎞

車両
数

平成１３年度鉄道統計年報より

301,80732 8.07 2.751,972,967,000

団体名・会社名

88 22,420,080872,470,000 54.4% 5,827,000

償却後
営業収
支比率

職員一人あた
りの営業費

円

鉄軌道営業収入
円

償却前
営業収
支比率

鉄軌道営業費
円

一人１ヶ月
平均給与
基準賃金

円

旅客運賃収入
千円

路面電車の経営概要

営業キロ職員数

職員一人あた
り年間給与支

給総額
円

営業キ
ロあた
りの職
員数

車両あ
たりの
職員数

44.2%

平均運賃
円／キロ

- 12 -
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地 方 旅 客 鉄 道 ： 旅 客 の 地 域 輸 送 を 主 と し て 行 う 鉄 道 線 （ 高 速 軌 道 線 及 び 同 一*2

経 営 の 付 属 貨 物 線 を 含 む ） で 大 都 市 高 速 鉄 道 及 び 観 光 鉄 道 （ 観 光 旅 客 の 輸 送 を。

主として行うモノレール、無軌道電車及び鋼索鉄道の各線 ）以外のもの。。

- 13 -

米 の 路 面 電 車 の 経 営 が わ が 国 よ り 小 さ い 需 要 で 成 り 立 っ て い る の

は 、 後 述 す る よ う に 、 資 本 費 に 加 え 、 運 営 費 も 公 的 負 担 す る 制 度 と

なっているためである 。*1

路面電車の需要は、約 人㌔／日㎞と地方旅客鉄道 のそれの7,300 *2

倍 程 度 と な っ て い る に も か か わ ら ず 、 路 面 電 車 の 営 業 収 支 比 率2.7

は 地 方 旅 客 鉄 道 の そ れ に 比 べ て 低 い （ 表 ） こ れ は 、 わ が 国 の 路。 3

面 電 車 は 単 車 運 転 が 多 く 、 人 件 費 比 率 が 高 い こ と が 原 因 と 考 え ら れ

る 。 こ の た め 、 Ｌ Ｒ Ｔ の 導 入 は 、 バ ス と の 間 の 役 割 分 担 の 観 点 に 加

え 、 営 業 効 率 の 観 点 か ら も 、 連 接 ・ 連 結 運 転 が 必 要 と な る ほ ど の 輸

送需要が見込める場合に妥当するものと考えられる。

運 賃 の 状 況 に つ い て は 、 ㎞ 当 た り の 平 均 運 賃 で み て み る と 、 路1

面電車は約 円となっており、地方旅客鉄道の約 円、地下鉄の40 25

約 円、大都市高速鉄道の約 円と比べてもかなり高く、バスの21 15

運 賃 と ほ ぼ 同 じ レ ベ ル に な っ て い る （ 表 ） こ の た め 、 こ れ 以 上。 3

運 賃 レ ベ ル を 高 く 設 定 す る こ と は 、 利 用 者 が 減 少 す る 恐 れ が あ る こ

とから困難な状況である。

3表

鉄軌道営業損益 平均運賃 需要密度

　 （千円） 償却前 償却後 (円／㎞) (人㌔／日㎞)

294,949,653 157.9% 115.2% 41.4% 14.51 99,907

 うち地下鉄 24,305,178 155.4% 103.2% 40.6% 21.06 139,617

-5,804,441 95.0% 82.3% 58.1% 40.24 7,258

-3,390,531 108.5% 96.1% 51.7% 24.70 2,686

バス事業営業損益 平均運賃 乗車密度

　 （千円） 償却前 償却後 (円／㎞) (人／キロ)

-17,108,970 102.3% 97.2% 67.1% 36.30 9.8

-46,295,117 84.6% 79.5% 78.2% 47.30 12.8

平成１３年度鉄軌道事業営業損益概要

平成１３年度バス事業営業損益概要

平成１３年度鉄道統計年報、及び全国路面軌道連絡協議会調べ（平成１４年３月３１日現在）より

営業収支比率(％) 人件費
比率

事業類型

大都市高速鉄道計

路面電車計

地方旅客鉄道計

事業類型

民営合計

公営合計

注）乗車密度：輸送人キロ／年間実車走行キロ

平成１３年度地方公営企業決算状況調査、自動車運送事業経営指標２００３年版、陸運統計要覧平成１４年
度版、自動車輸送統計年報平成１３年度分より（貸切事業を除く）

営業収支比率(％) 人件費
比率



全国路面軌道連絡協議会調べ。*1
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な お 、 わ が 国 に お い て は 、 本 格 的 な Ｌ Ｒ Ｔ の 導 入 例 は ま だ な い と

さ れ て い る が 、 国 や 地 方 公 共 団 体 の 支 援 も あ り 、 Ｌ Ｒ Ｖ と 呼 ば れ る

低床車両の導入が進んでいる。 年（平成 年） 月現在、 事2004 16 3 11

業 者 が 導 入 し て お り 、 事 業 者 全 体 で 両 、 全 車 両 の ％ を 占 め96 12.5

るに至っている 。*1

２ ． 世 界 の Ｌ Ｒ Ｔ の 現 状

( ) 代表的な導入事例（欧州の２都市）1

（カールスルーエ（ドイツ ））

カ ー ル ス ル ー エ は 、 ド イ ツ の 南 西 部 に あ る 人 口 万 人 の 地28

方 都 市 で あ る 。 同 市 で は 、 年 代 か ら 年 代 に 自 動 車 が1950 1960

市 街 地 に あ ふ れ 渋 滞 が 発 生 し た こ と へ の 対 応 策 と し て 、 公 共 交

通 を 優 先 し 年 に 路 線 の 一 部 の 通 り に お い て 車 の 通 行 を 遮1972

断 し て ト ラ ン ジ ッ ト モ ー ル を 導 入 し た 。 そ の 後 、 都 市 交 通 機 関

と し て 路 面 電 車 の 利 便 性 を 向 上 さ せ る 観 点 か ら 、 郊 外 に 路 線 を

延長し、 年 に は 国 有 鉄 道 の 路 線 に 乗 り 入 れ た 。 こ の よ う な1979

市 街 地 路 面 電 車 の 郊 外 既 存 路 線 へ の 乗 り 入 れ は 、 そ の 後 各 地 に

広がり 「 カ ー ル ス ル ー エ ・ モ デ ル 」 と 呼 ば れ て い る 。 郊 外 鉄、

道 へ の 乗 り 入 れ に よ り 、 現 在 で は 、 そ の 路 線 網 は ㎞ を 超 え200

る も の と な っ て い る 。 路 面 電 車 の 他 鉄 道 へ の 乗 り 入 れ は 、 軌 道

の 幅 が 同 じ だ け で は 実 現 で き ず 、 交 流 ・ 直 流 の 別 、 電 圧 の 別 な

ど の 技 術 的 な ハ ー ド ル を ク リ ア す る 必 要 が あ る が 、 同 市 で は そ

れ ら の ハ ー ド ル を 乗 り 越 え て 実 現 に 至 っ た も の で あ る 。 ま た 、

郊 外 路 線 と の 物 理 的 な 連 絡 だ け で な く 、 同 市 及 び 周 辺 の 地 方 公

共 団 体 と ド イ ツ 国 鉄 、 ア ル プ タ ー ル 鉄 道 な ど か ら な る 「 カ ー ル

ス ル ー エ 運 輸 連 合 （ Ｋ Ｖ Ｖ 」 が 組 織 さ れ 、 ド イ ツ 国 鉄 、 Ｌ Ｒ）

Ｔ 、 バ ス の 間 で 共 通 運 賃 体 系 が 取 り 入 れ ら れ る と と も に 、 大 幅

に 割 安 な 運 賃 が 導 入 さ れ 、 ネ ッ ト ワ ー ク が 運 賃 ・ ソ フ ト 面 か ら

も 非 常 に 利 用 し や す い も の と な っ て い る の も 特 徴 と な っ て い

る。
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（ストラスブール（フランス ））

ス ト ラ ス ブ ー ル は 、 ド イ ツ と の 国 境 フ ラ ン ス の ア ル ザ ス 地 方

に あ る 人 口 万 人 の 地 方 都 市 で あ る 。 同 市 は 流 線 型 に デ ザ イ25

ン さ れ た Ｌ Ｒ Ｔ 車 両 で 有 名 で あ り 、 Ｌ Ｒ Ｔ を 導 入 し た 都 市 の 代

名 詞 の よ う な 存 在 で あ る が 、 そ の 導 入 に 至 る 経 緯 は 必 ず し も 平

坦 な も の で は な か っ た 。 同 市 で は 年 に 路 面 電 車 が 廃 止 さ1962

れ た 後 、 市 街 地 に 自 動 車 が あ ふ れ か え る こ と に な っ た た め 、 新

た に 公 共 交 通 機 関 の 整 備 が 議 論 さ れ た が 、 当 初 年 に は 、1985

新 た な 公 共 交 通 機 関 と し て 地 下 鉄 の 導 入 を 決 定 し て い る 。 同 じ

フ ラ ン ス の ナ ン ト で は 同 年 路 面 電 車 が 開 業 し て い た が 、 同 市 で

は 、 路 面 電 車 を 導 入 し て 車 を 規 制 す る と 買 い 物 客 が 減 る の で は

な い か と 地 元 の 商 店 街 が 反 対 し た た め で あ っ た 。 そ の 後 、 環 境

に 重 き を 置 き 路 面 電 車 の 建 設 を 求 め る 市 民 と 、 自 動 車 を 閉 め 出

す こ と に 反 対 す る 商 店 街 と の 対 立 が 続 い た が 、 年 の 市 長 選1989

で 路 面 電 車 の 建 設 推 進 を 唱 え た 市 長 が 当 選 し 、 年 に は 都 心1991

部 の ト ラ ン ジ ッ ト モ ー ル を 流 線 型 の 未 来 型 路 面 電 車 が 走 る こ と

と な っ た 。 こ の 有 名 な 流 線 型 の デ ザ イ ン の 路 面 電 車 は 「 路 面、

電 車 は 街 の 景 観 の 一 部 で あ る 」 と い う デ ザ イ ナ ー の 言 葉 の と お

り、現在ではストラスブールの街のシンボルとなっている。

( ) 欧米における公的支援の特徴2

欧 米 に お け る 公 共 交 通 に 対 す る 公 的 支 援 の 特 徴 は 、 建 設 費 の

補 助 （ 資 本 費 補 助 ） に 加 え 、 運 営 費 に 対 し て も 補 助 が な さ れ て

いることである （表 、 ） 海 外 の 主 要 都 市 に お け る 運 行 費 用。 4 5

の補助率は平均で ％にも達している 。 中 に は 、 米 国 ポ ー ト50 *1

ラ ン ド の よ う に 都 心 部 の 運 賃 を 無 料 と し て い る 例 も 見 ら れ る 。

こ う し た 手 厚 い 公 的 支 援 が な さ れ て い る 背 景 に は 、 公 共 交 通

機 関 は 社 会 の イ ン フ ラ で あ り 、 そ も そ も 収 益 性 を 追 求 す る 事 業

で は な い と の 基 本 的 な 認 識 が あ る も の と 考 え ら れ る 。 ま た 、 ま

ち づ く り へ の 関 心 の 高 さ や 住 民 意 識 の 高 さ な ど を 背 景 に 、 各 地

域 で 地 方 公 共 団 体 に よ る 自 主 的 な 支 援 が 行 わ れ て い る が 、 こ れ

は 、 渋 滞 の 緩 和 や 環 境 負 荷 の 低 減 、 都 心 の 再 生 な ど の 公 共 交 通

機 関 整 備 に よ る 社 会 便 益 を 、 地 域 住 民 が 高 く 評 価 し て い る た め

と 考 え ら れ る 。 特 に 、 フ ラ ン ス で は 「 国 民 の 誰 も が 容 易 に 低、

コ ス ト で 快 適 に 、 同 時 に 社 会 的 コ ス ト を 増 加 さ せ な い で 移 動 す



表４
都市鉄道の建設資金構成事例

地下鉄

パリ運輸公社（営業主体、インフラ保有）

地域高速鉄道

フランス国鉄（営業主体、インフラ保有）

地下鉄（Uバーン）

フランクフルト市（営業主体、インフラ保有）

通勤鉄道（Sバーン）

ドイツ鉄道㈱（営業主体、インフラ保有）

地下鉄
ロンドン地下鉄㈱（営業主体）
ロンドン地域運輸公社（インフラ保有）

通勤鉄道
イギリス鉄道公社（営業主体）
レールトラック（インフラ保有）

地下鉄

通勤鉄道

地下鉄

通勤鉄道

　出所：鉄道整備基金発行『鉄道助成ガイドブック』1995年10月。一部補訂。

正司　健一 都市公共交通政策　より

ニューヨーク市運輸公社（営業主体、インフラ
保有）

ロングアイランド鉄道会社、メトロノース通勤
鉄道会社（営業主体、インフラ保有）

ロサンゼルス都市圏運輸公社（営業主体、イン
フラ保有）

南カリフォルニア地域鉄道公社（営業主体、イ
ンフラ保有）

フ
ラ
ン
ス

ド
イ
ツ

イ
ギ
リ
ス

（

ニ
ュ
ー

ヨ
ー

ク
）

ア
メ
リ
カ

（

ロ
サ
ン
ゼ
ル
ス
）

ア
メ
リ
カ

国　４０％ 地域圏　４０％ 事業者　２０％

国　３８％ 地域圏　４２％ 事業者　２０％

国　６０％ 州・市・周辺自治体　４０％

国　６０％ 州・市・周辺自治体　４０％

国と運輸公社　７５％ 民間　２５％

国　１００％

国　４１％ 州　４１％ 市　１８％

国　３８％ 州　６２％

州　１００％

国　５６％ 州　１８％ 市　１５％
特別税
１１％
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表5 各都市の都市公共交通機関の運営費に対する運輸収入

回収比率（％）　　　　　　　　　　　　　　　

1980 1991

ロンドン・トランスポート 78 84+

RATP（パリ） 74 43

ト ロ ン ト 72 68＊

ブリュッセル 30 28＊

ミ　ラ　ノ 23 28＊

ストックホルム 32 30＊

コペンハーゲン 58 52

ミュンヘン 60 42

ウ　ィ　ー　ン 50 50

チューリッヒ 63 66

大阪市交通局 108 137

営団地下鉄 171 170

阪急電鉄 123 123

注：各国の1980年データは，House of Commons［1983］，Table III，P．xIvi，1991

　　(1988)年は、Ｐucher,Ｊ.and Ｌefevre,Ｃ.[1996],Ｔable 2.9,数字でみる鉄道

　　大阪市資料等により作成した。大阪市交通局（バス、高速鉄道の計）、営団地下

　　鉄、阪急電鉄については営業費用から減価償却費を除いたもの（諸税は含む）を

　　運営費として計算している。複数のデータソースによっているため、また各国で

　　会計処理法が違うため数字の厳密な比較には注意が必要である。

＊　1988年データであることを示す。

＋　1990年度のLondon Regional Transport のデータ。地下鉄、ロンドン・バス、

　　ドックランド線そして入札に付されて外注化されたバス路線すべての合計値。

　　減価償却ならびに償却対象外の更新の費用を含めると、運輸収入でのカバー

　　比率は70％となる（営業収入ベースでは76％）。

　　　　　正司　健一　　　都市公共交通政策　より
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*1 Tax IncrementFinancing
サ ン デ ィ エ ゴ な ど 。 家 田 仁 ・ 岡 並 木 編 著 、 国 際 交 通 安 全 学 会 ・ 都 市 と 交 通 研 究*2
グループ著「都市再生～交通学からの解答」 、学芸出版社、 ほ か 。2002 56P
国の支援制度については、巻末資料を参照されたい。*3

- 18 -

る 権 利 」 と し て 「 交 通 権 」 が 法 律 で う た わ れ て い る こ と が 注 目

される。

公 共 交 通 機 関 に 対 す る 公 的 支 援 を 支 え る 財 源 に つ い て も 、 ド

イ ツ で は 鉱 油 税 の 一 部 、 フ ラ ン ス で は 目 的 税 と し て の 交 通 税 、

、 。 、米国では道路財源の一部が それぞれ確保されている さらに

米 国 で は 、 地 方 公 共 団 体 が 公 共 交 通 の た め の 独 自 課 税 を 行 う 例

も 多 い ほ か 、 公 共 交 通 整 備 な ど 再 開 発 に よ る 税 収 の 増 加 分 を 財

源 に 充 て る Ｔ Ｉ Ｆ （ タ ッ ク ス ・ イ ン ク リ メ ン ト ・ フ ァ イ ナ ン シ

ング ）という仕組みを採用する例も見られる 。*1 *2

３ ． わ が 国 に お け る 路 面 電 車 に 関 す る 公 的 支 援 制 度

Ｌ Ｒ Ｔ の 導 入 に 関 す る 国 の 支 援 制 度 は 、 以 下 の と お り と な っ て い

る 。*3

( ) 補助制度1

路面電車走行空間改築事業①

補助対象事業者：道路管理者

、 、対象事業：路面電車の整備のために必要となる走行路面 路盤

停留場等の改築費

補 助 率：国 ／ （道路整備特別会計）1 2

都市再生交通拠点整備事業②

補助対象事業者：地方公共団体、軌道事業者

補助対象：架線柱、シェルター、停留場

補 助 率：国 ／ （一般会計）1 3

公共交通移動円滑化補助③

補助対象事業者：鉄軌道事業者

補 助 対 象 ： 低 床 式 路 面 電 車 （ Ｌ Ｒ Ｔ ） の 購 入 、 Ｌ Ｒ Ｔ 運 行 情 報

提供システムの導入

補 助 率：国 ／ （一般会計 、地方 ／ （ＬＲＴ車両の購1 4 1 4）

入：通常車両価格との差額に ／ を乗じた額のい1 2



地方債許可方針より。*1
詳細については、巻末資料を参照されたい。*2
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ずれか低い額）

2005 17④ ③Ｌ Ｒ Ｔ シ ス テ ム 整 備 費 補 助 （ を 改 組 （ 年 度 （ 平 成）

年度）新規）

補助対象事業者：鉄軌道事業者

事 業 概 要 ： Ｌ Ｒ Ｔ シ ス テ ム の 構 築 に 不 可 欠 な 施 設 に 対 す る 補 助

補 助 対 象 ： 低 床 式 車 両 （ Ｌ Ｒ Ｖ 、 停 留 施 設 、 レ ー ル （ 制 振 軌）

道 、 変 電 所 の 増 強 、 車 庫 の 増 備 、 Ｉ Ｃ カ ー ド シ ス）

テム

1 4 1 4補 助 率：国 ／ （一般会計 、地方 ／）

( ) 地方財政措置2

地 方 公 営 企 業 に つ い て は 、 軌 道 事 業 に お い て 、 事 業 の 用 に 供 す

る 車 両 、 営 業 所 、 車 庫 等 の 施 設 の 整 備 事 業 等 を 対 象 と し て 、 一 般

交通事業債（充当率 ％ 、 交 付 税 措 置 無 し ） に よ る 地 方 債 措 置100

を講じている 。*1

４ ． わ が 国 に お け る 各 地 域 の Ｌ Ｒ Ｔ 導 入 計 画

欧 米 に お け る 路 面 電 車 の 復 活 ・ Ｌ Ｒ Ｔ の 導 入 の 例 を 参 考 に 、 わ

が 国 に お い て も 、 地 方 公 共 団 体 や 市 民 団 体 等 に よ り 、 Ｌ Ｒ Ｔ の 導

入についての検討や計画の立案がなされている。

本 研 究 会 の 調 査 に よ る と 、 Ｌ Ｒ Ｔ の 新 線 の 建 設 又 は 延 伸 に つ い

て 、 現 在 建 設 中 の も の が 件 （ 富 山 市 、 年 （ 平 成 年 ） 開1 2006 18

）、 、業予定 地方公共団体による具体的な建設計画があるもの 件4

地 方 公 共 団 体 又 は 市 民 団 体 等 に よ る 具 体 的 建 設 ル ー ト 案 が あ る も

の 件などとなっている（ 年（平成 年） 月現在 。18 2004 16 7 ）

本研究会では、これらの計画・構想のうち 都市の 計画につ6 9

いてヒアリングを行った。

その主な内容は、以下のとおりである 。*2

な お 、 事 業 者 負 担 割 合 は 、 現 行 制 度 に お け る 支 援 を 受 け た と 仮

定した場合を前提として計算したものである。



札 幌 市 に つ い て は 、 三 つ の 計 画 案 が あ り 、 本 文 中 の ① ～ ③ は 、 ① ル ー プ 案 、 ②*1
札幌駅案、③苗穂駅案に対応している。
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（札幌市）

事業主体：未定
*1営業キロ：① ㎞延伸、② ㎞延伸、③ ㎞延伸0.5 1.4 3.6

建 設 費：① 億円、② 億円、③ 億円9.2 58.4 125.8

（建設費単価：① 億円／㎞、② 億円／㎞、③ 億円17.0 40.8 34.6

／㎞）

需要密度：① 人㌔／㎞、② 人㌔／㎞、6,544 13,061

③ 人㌔／㎞10,678

平均運賃： 円／㎞53.00

事業者負担割合：① ％、② ％、 ％31.7 58.0 51.7③

社会便益：未検討

収支見積り： ① 年目に経常収支黒字化7

② 年 目 に 経 常 収 支 黒 字 化 し 年 目 に 累 積 欠9 21

損金解消

③ 年 目 に 経 常 収 支 黒 字 化 し 年 目 に 累 積 欠9 22

損金解消

（宇都宮市）

事業主体：未定

営業キロ： ㎞15.2

建 設 費： 億円（建設費単価： 億円／㎞）355.1 23.4

需要密度： 人㌔／㎞11,100

平均運賃： 円／㎞39.47

事業者負担割合： ％68.4

社会便益： 億円／年33.9

収 支 見 積 り ： 運 賃 収 入 で 運 行 経 費 は ま か な う こ と が で き る が 、

資本費の全額負担は不可能

（東京都豊島区）

事業主体：第三セクター

営業キロ： ㎞1.0

建 設 費： 億円（建設費単価： 億円／㎞）48.2 48.2

需要密度： 人㌔／㎞4,990



堺市の建設費については、縮減に向けて精査中である。*1

熊 本 市 に つ い て は 、 二 つ の 計 画 案 が あ り 、 本 文 中 の ① 、 ② は 、 ① 自 衛 隊 ル ー ト*2
案、②沼山津ルート案に対応している。
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平均運賃： 円／㎞48.2

事業者負担割合： ％74.0

社会便益：未検討

収支見積り：運行経費が運賃収入を上回る

（富山市）

事業主体：第三セクター

営業キロ： ㎞（既設鉄道路線のＬＲＴ化部分 ㎞、新設部7.6 6.5

分 ㎞）1.1

建 設 費： 億円（建設費単価： 億円／㎞ （新設部分）18.2 16.5 ）

需要密度： 人㌔／㎞1,880

平均運賃：－

事業者負担割合： ％44.0

社会便益： 億円／年10.2

収 支 見 積 り ： 市 内 路 面 電 車 と 接 続 以 降 、 運 行 経 費 と 運 賃 収 入 が

均衡

（堺市）

事業主体：未定

営業キロ： ㎞8.3

建 設 費： 億円 （建設費単価： 億円／㎞）541 65.2*1

需要密度： 人㌔／㎞23,156

平均運賃： 円／㎞66.7

事業者負担割合： ％45.6

社会便益： 億円／年22.2

収支見積り：経常収支が 年目黒字化、 年目累積欠損金解消5 13

（熊本市）

事業主体：未定
*2営業キロ：① ㎞延伸、② ㎞延伸2.3 2.3

建 設 費：① ～ 億円、② ～ 億円63.8 76.5 78.3 138.6

（ 、 ）建設費単価：① ～ 億円／㎞ ② ～ 億円／㎞28.4 33.6 34.0 60.3

需要密度：① 人㌔／㎞、② 人㌔／㎞5,174 7,976



平成１３年度鉄道統計年報より。*1
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平均運賃： 円／㎞33.08

事業者負担割合：① ～ ％、② ～ ％40.8 48.7 22.6 40.0

社会便益：① 億円／年以上、② 億円／年以上2.8 3.2

収支見積り：①運行経費が運賃収入を上回る

② 運 賃 収 入 で 運 行 経 費 は ま か な う こ と が で き る

が、資本費の全額負担は不可能

５ ． Ｌ Ｒ Ｔ 導 入 計 画 の 分 析

( ) 需要面1

ヒアリングを実施した 都市の 計画（以下「導入計画」とい6 9

う ）についての平均需要密度は、約 人㌔／日㎞で、わが国。 9,400

の路面電車の平均値 人㌔／日㎞ を上回っている。営業キロ7,300 *1

当 た り の 利 用 者 数 、 需 要 密 度 は と も に 各 計 画 の 間 で 大 き な 差 が あ

り、最大格差はそれぞれ 倍、 倍となっている。13.9 12.3

ま た 、 営 業 キ ロ 当 た り の １ 日 の 乗 客 数 の 平 均 は 約 人 ／ 日3,400

㎞ と な っ て お り 、 欧 米 で の 実 際 の 乗 客 数 を 大 き く 上 回 っ て い る 。

( ) 建設単価2

導入計画の建設単価（路線 キロ当たりの建設費）の平均値は1

。 、36.4 億円／㎞となっている 需要の大きさと建設単価については

大 き な 相 関 性 は 認 め ら れ な い 。 な お 、 熊 本 市 の 例 に 見 ら れ る よ う

に 、 始 点 と 終 点 が 同 じ で も 、 ル ー ト の 設 定 方 法 （ 例 え ば 、 右 折 レ

ー ン の 設 置 の 有 無 や 軌 道 位 置 を 路 面 中 央 に す る か 片 側 に 寄 せ る か

など）によって ～ 億円／㎞と建設単価に大きな差が生じ34.0 60.3

て い る 。 こ の 理 由 は 、 用 地 費 の 多 寡 、 既 設 埋 設 物 等 の 移 設 の 有 無

な ど に よ る も の で あ る 。 ま た 、 建 設 単 価 に つ い て 各 計 画 間 の 最 大

格差は 倍に及んでいる。4.0

( ) 需要と運賃3

各 導 入 計 画 の 平 均 運 賃 の 差 は 路 線 の 極 め て 短 い 豊 島 区 の 例 を 除

くと 倍 に と ど ま っ て い る 。 需 要 に 大 き な 差 が 存 在 す る た め 、2.0

運 賃 を 高 く 設 定 す る こ と で バ ラ ン ス を と る こ と も 考 え ら れ る が 、

各 団 体 と も 利 用 者 に 与 え る 影 響 を 考 慮 し て 運 賃 の 水 準 を 設 定 し て

いるものと考えられる。
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(4) 需要等と収支

各導入計画の収支については、需要（需要密度）が小さいほど

資本費負担ができない傾向が見られ、中には運行経費を運賃収入

でまかなうことのできない計画もある。その一方で、９計画のう

ち４計画が、運行経費のみならず資本費まで運賃収入でほぼまか

なうことのできる計画となっている。

(5) 事業者負担割合

導入計画の資本費の事業者負担割合（事業者の負担する有償資

金比率）は、最小 2 2 . 6％から最大 7 4 . 0％まで 3 . 3倍の差が存在し、

その平均値は 46.6 ％となっている。こうした格差は、車庫等の

用地費など事業者の負担部分と、道路等の用地費や既設埋設部の

移設費など地方公共団体及び道路管理者側の負担部分の大小によ

るものであり、後者が大きい計画ほど相対的に事業者負担部分が

小さくなっている。なお、事業者負担割合と、建設費単価との間

には相関性は認められない。

一方、公営地下鉄、新交通システム等における現行支援制度に

よ る 総 建 設 費 に 占 め る 事 業 者 の 負 担 割 合 は 、 地 下 鉄 の 場 合 で 約

37％ 、新交通システム等の場合で約 3 2％となっており、導入計＊ 1

画における路面電車の事業者負担割合の平均値の方が 1 0％～ 1 5％

程度大きくなっている。

(6) 収支の簡易分析

当 研 究 会 は 、 ヒ ア リ ン グ を 実 施 し た ６ 都 市 の ９ 計 画 に 係 る 各 諸

元 の 平 均 値 を 前 提 に 、 現 時 点 で の 収 支 の 簡 易 分 析 を 行 い 、 事 業 の

採 算 が 合 う 条 件 を 求 め た 。＊ 2

＊1 補助対象事業費が総事業費の8割であった場合。

、 「 （「 」 「 」 。）」、＊2 本簡易分析は 鉄道統計で用いられる 需要密度 輸送密度 又は 平均通過旅客数量 とも言う

「平均運賃」等の項目を用いて、１営業kmベースで、資本費としての利息負担額を含めた建設費のうち

事業者負担部分について、運賃収入からランニング費用を除いたキャッシュフローにより何年で回収す

、 。 、 （ ）、ることができるかを 設備の耐用年数との関係で明らかにするもの 今回は 20年償還 うち5年据置

金利2.5％、償却前営業収支比率を現行の路面電車の経営状況を勘案し最高レベルの120％として、償還可
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能な数値を算定。なお、分析手法の詳細については、巻末資料を参照されたい。

こ の 結 果 、 事 業 成 立 の た め に は 、 以 下 の い ず れ か の 条 件 を 満 た

す か 又 は そ れ ら の 組 み 合 わ せ に よ っ て 同 等 の 効 果 を あ げ る 必 要 が

あることが明らかとなった。

な お 、 こ の 分 析 で は 、 前 提 と す る 償 却 前 営 業 収 支 比 率 に 現 行 路

面 電 車 に お け る 最 高 レ ベ ル の 値 を 採 用 し 、 現 時 点 で 最 高 レ ベ ル の

経営効率による運営を与件としている 。＊ 1

ｱ ) 事業者が負担できる負担割合は約 ％以下となることから、16.5

3 1事業者負担割合（事業者負担有償資金比率）を計画の 分の

程度にすること。

ｲ )事業者が負担できる建設費単価は約 億円／㎞以下となるこ12.9

とから、建設費単価を計画の 分の 程度にすること。3 1

ｳ ) 採算が合う運賃は約 円 ／ ㎞ 以 上 と な る こ と か ら 、 運 賃 を 計165

画の 倍程度にすること。3

ｴ ) 採算が合う需要は約 人 ㌔ ／ 日 ㎞ 以 上 と な る こ と か ら 、 需26,600

要を計画の 倍程度にすること。3

６．ＬＲＴの意義・経済性を踏まえたＬＲＴ導入の方向性

こ れ ま で 見 て き た と お り 、 Ｌ Ｒ Ｔ は 、 優 れ た 乗 降 性 、 低 環 境 負

荷 、 比 較 的 低 い 建 設 コ ス ト 、 ネ ッ ト ワ ー ク の 明 確 性 、 都 市 の 顔 と

し て の 役 割 な ど 、 自 動 車 や 他 の 公 共 交 通 機 関 と 比 較 し て 優 れ た 特

徴 を 有 し て い る 。 し か し な が ら 、 前 述 の 導 入 計 画 に 関 す る 分 析 か

ら 明 ら か な と お り 、 現 行 の 支 援 制 度 の 下 で は 、 現 行 路 面 電 車 に お

け る 最 高 レ ベ ル の 効 率 的 な 運 営 を 行 っ て も 、 な お 採 算 性 の 面 に 問

題があることが分かる。

一 方 、 欧 米 諸 国 に お い て は 、 公 共 交 通 を 重 視 し た 都 市 づ く り を

行 い そ の 再 生 を 図 る べ く 、 公 共 交 通 の 経 営 を 成 り 立 た せ る た め の

財源の手当を含め、わが国以上に手厚い支援を行っている。

こ の た め 、 わ が 国 に 比 べ て 需 要 が 小 さ い 場 合 で あ っ て も 、 Ｌ Ｒ

。 、 、Ｔが街の顔として活躍している このことは わが国においても

Ｌ Ｒ Ｔ に つ い て の 財 政 支 援 の 充 実 を は じ め 、 都 市 と 公 共 交 通 機 関

の 現 状 を 見 直 し て い く 必 要 が あ る こ と を 示 唆 し て い る と 考 え る 。

＊1 ここで 「償却前営業収支比率に現行路面電車における最高レベルの値を採用する」とは、すなわち、現行、

路面電車において人件費などの経常経費が営業収益に占める比率が最低レベルの場合を与件としているこ

とと同じことであり、本簡易分析ではこれをもって 「最高レベルの経営効率による運営」としている。、
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第３章 ＬＲＴの導入を推進する方策

こ れ ま で 欧 米 各 地 に お い て 路 面 電 車 が Ｌ Ｒ Ｔ と し て 復 活 し た 事 例

や 、 わ が 国 に お い て 導 入 に 至 ら な い 経 緯 等 を 踏 ま え 、 以 下 、 わ が 国 に

おいてＬＲＴ導入を推進するための方策について検討する。

１ ． Ｌ Ｒ Ｔ 導 入 の 前 提

Ｌ Ｒ Ｔ は 、 前 述 の と お り 公 共 交 通 機 関 の 中 で も 優 れ た 特 徴 を 持 っ

て い る こ と か ら 、 わ が 国 で は 、 近 年 、 地 方 公 共 団 体 や 市 民 団 体 が Ｌ

Ｒ Ｔ の メ リ ッ ト を 挙 げ て 導 入 を 検 討 し て き た も の の 、 現 在 ま で に 本

格 的 な Ｌ Ｒ Ｔ の 新 設 ・ 延 伸 は 実 現 し て い な い 。 こ れ は 、 Ｌ Ｒ Ｔ が 、

自 動 車 交 通 と の 関 係 を は じ め と し て 、 都 市 生 活 全 般 と 深 く 関 連 し て

いるためと考えられる。

( ) 総合的なまちづくり1
欧 米 の Ｌ Ｒ Ｔ の 導 入 事 例 で 顕 著 な こ と は 、 総 合 的 な ま ち づ く り

の 中 で Ｌ Ｒ Ｔ を 積 極 的 に 位 置 づ け て い る こ と で あ る 。 都 市 生 活 に

お い て 、 道 路 な ど の 人 々 の 移 動 手 段 の 確 保 は 不 可 欠 で あ り 、 都 市

の 規 模 な ど に よ っ て そ の 内 容 は 変 わ る も の の 、 公 共 交 通 機 関 は な

く て は な ら な い 存 在 で あ る 。 近 年 、 わ が 国 に お い て も 、 渋 滞 の 解

消 や 環 境 問 題 へ の 対 応 、 自 動 車 に 過 度 に 依 存 し た 社 会 へ の 反 省 、

、 、高齢社会への対応 空洞化した中心市街地の再生などの観点から

公 共 交 通 機 関 を 重 視 し た 、 総 合 的 な ま ち づ く り の 重 要 性 が 訴 え ら

れている。

①公共交通指向型の総合的なまちづくり計画（ＴＯＤ）の立案

総 合 的 な ま ち づ く り を 進 め る 上 で 重 要 な こ と は 、 公 共 交 通 指

向 型 の 総 合 的 な ま ち づ く り 計 画 （ Ｔ Ｏ Ｄ ： ト ラ ン ジ ッ ト ・ オ リ

） 。 、エンティッド・ディベロップメント の立案である ＴＯＤは

米 国 な ど に お い て 過 度 に マ イ カ ー に 依 存 し た 都 市 へ の 反 省 か ら

生 み 出 さ れ た も の で あ る 。 具 体 的 に は 、 郊 外 住 宅 開 発 と 公 共 交

通 整 備 の 連 携 、 公 共 交 通 を 基 礎 に 置 い た 都 市 の 中 心 市 街 地 の 強

化 、 都 市 の 拠 点 鉄 道 駅 と そ の 周 辺 の 重 点 的 な 再 開 発 、 公 共 交 通

の 利 用 を 念 頭 に 置 い た 都 市 全 体 の 構 造 と 土 地 利 用 の コ ン ト ロ ー

ル な ど 、 都 市 の 有 す べ き 機 能 に お け る 公 共 交 通 の 役 割 を 重 視 す



家 田 仁 ・ 岡 並 木 編 著 、 国 際 交 通 安 全 学 会 ・ 都 市 と 交 通 研 究 グ ル ー プ 著 「 都 市 再*1
生～交通学からの解答」 、学芸出版社、 。2002 159-200P
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るまちづくり計画である 。*1

さ ら に 、 ま ち づ く り に お い て 公 共 交 通 機 関 を 重 視 す る と し て

も 「 ど の よ う な 公 共 交 通 機 関 を 整 備 し 運 営 し て い く か 」 と い、

う 総 合 的 な 交 通 政 策 （ 計 画 ） が 必 要 で あ る 。 当 該 総 合 交 通 政 策

（ ） 、「 、 、計画 は 地下鉄を整備するのか ＬＲＴを整備するのか

そ れ と も バ ス や タ ク シ ー だ け に す る の か 」 と い っ た 「 ど う い っ

た 公 共 交 通 機 関 を 整 備 す る の か 」 だ け で は な く 「 公 共 交 通 機、

関 相 互 や 自 家 用 自 動 車 等 私 的 交 通 と の 関 係 を ど の よ う に す る の

」 。 、か を具体的に明らかにしたものでなくてはならない その際

Ｌ Ｒ Ｔ な ど の 公 共 交 通 機 関 は 、 都 市 計 画 法 上 の 都 市 施 設 と し て

適切な位置づけを与えることも重要である。

さ ら に 、 Ｔ Ｏ Ｄ に お い て 、 公 共 交 通 機 関 の 役 割 の 発 揮 及 び 自

家 用 自 動 車 利 用 の 適 正 化 ・ 抑 制 の た め 、 交 通 需 要 管 理 （ Ｔ Ｄ Ｍ

： ト ラ ン ス ポ ー テ イ シ ョ ン ・ デ ィ マ ン ド ・ マ ネ ジ メ ン ト ） 施 策

を積極的に位置づけることも必要である。

②公共交通ネットワークの向上とＴＤＭ施策の積極的な実施

Ｌ Ｒ Ｔ を は じ め と し た 公 共 交 通 機 関 は 、 単 独 で そ の 役 割 を 十

分 に 発 揮 す る こ と は で き な い 。 わ が 国 の 首 都 圏 の 例 を 持 ち 出 す

ま で も な く 、 公 共 交 通 機 関 は ネ ッ ト ワ ー ク す る こ と に よ り 、 単

独 で は な し え な い 大 き な 効 果 を 発 揮 す る こ と が で き る 。 そ の た

め に は 、 ネ ッ ト ワ ー ク 力 の 発 揮 及 び 効 率 の 向 上 の た め の 対 策 並

びにＴＤＭ施策の積極的な実施が不可欠である。

こ の た め の ハ ー ド 整 備 と し て は 、 他 の 公 共 交 通 機 関 と の 乗 り

継 ぎ 拠 点 施 設 の 整 備 や 、 自 動 車 や 自 転 車 か ら の 乗 り 換 え を 促 進

す る パ ー ク ・ ア ン ド ・ ラ イ ド 駐 車 場 や パ ー ク ・ ア ン ド ・ サ イ ク

ル ラ イ ド 駐 輪 場 の 整 備 等 が 重 要 で あ る 。 ま た 、 通 過 自 動 車 交 通

の 都 心 部 へ の 流 入 を 防 ぐ た め の 環 状 道 路 の 整 備 も 重 要 と な る 。

、 、 、また ソフト面での対策としては ＬＲＴの主要駅において

団 地 な ど 大 き な 需 要 地 を 結 ぶ フ ィ ー ダ ー バ ス を 導 入 す る な ど バ

ス 路 線 の 再 編 を 行 う ほ か 、 他 の 公 共 交 通 機 関 と の 円 滑 な 乗 り 換

え を 促 進 す る 料 金 制 度 を 実 施 す る こ と も 重 要 で あ る 。 な お 、 後

者 に つ い て は 、 わ が 国 で も 既 に 、 プ リ ペ イ ド カ ー ド な ど の 共 通

化 、 乗 り 換 え の 際 の 割 引 料 金 導 入 の 事 例 が 見 ら れ る が 、 こ れ ら



通 常 、 一 つ の 切 符 で 異 な る 交 通 事 業 者 の 異 な る 交 通 手 段 に 乗 り 換 え る こ と が で*1
きるように、都市圏のそれぞれの運輸事業者が連合を組んだものをいう。
ロンドン交通庁（ ）が 年 月 日に発表した第２回年次報*2 Transport for London 2004 4 26
告書（ ： ）による。混雑率は、旅行時間（分“ ”Impacts monitoring Second Annual Report
／ ）の減少割合で評価。km
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を 一 層 進 め て 、 欧 米 で 見 ら れ る 運 輸 連 合 な ど に よ る ゾ ー ン 運*1

賃など共通運賃の導入も検討課題である。

さ ら に 、 自 動 車 交 通 利 用 の 適 正 化 な い し 抑 制 方 法 と し て 、 公

共 交 通 機 関 の 利 用 を 促 進 す る た め に は 、 中 心 市 街 地 に お け る 進

入 規 制 や ロ ー ド プ ラ イ シ ン グ な ど の 導 入 も 視 野 に 入 れ て い く こ

と が 必 要 で あ る 。 欧 米 に お い て は 、 ト ラ ン ジ ッ ト モ ー ル と い う

形 で 中 心 市 街 地 の 一 部 へ の 進 入 規 制 が 数 多 く の 都 市 で 行 わ れ て

2003いる。また、ロードプライシングについても、ロンドンで

年 月 か ら 実 施 さ れ 、 規 制 区 域 内 で は 混 雑 が 平 均 ％ も 減 少2 30
するなど大きな効果を上げている 。*2

③既存バス路線の再編

既 存 の 都 市 で Ｌ Ｒ Ｔ を 新 設 ・ 延 伸 す る 場 合 に は 、 既 に バ ス 路

線 が 整 備 さ れ て い る 場 合 が ほ と ん ど と 考 え ら れ る 。 こ の よ う な

場 合 、 新 た に 整 備 す る Ｌ Ｒ Ｔ 路 線 と 重 複 す る バ ス 路 線 と の 間 で

競 合 が 生 じ る こ と か ら 、 Ｌ Ｒ Ｔ の 役 割 を 十 分 に 発 揮 す る た め に

は 、 重 複 す る バ ス 路 線 を 廃 止 す る と い っ た 整 理 を 含 め 、 事 業 者

間 の 調 整 が 必 要 と な る 。 具 体 的 な 調 整 方 法 と し て は 、 既 存 バ ス

事 業 者 等 が Ｌ Ｒ Ｔ 事 業 に 経 営 参 加 し 、 バ ス 事 業 に お い て 余 っ た

人 員 を Ｌ Ｒ Ｔ 事 業 で 再 雇 用 す る な ど の 調 整 を 行 う こ と が 考 え ら

れ る 。 そ の ほ か 、 過 去 の 鉄 軌 道 系 交 通 機 関 の 導 入 事 例 に お い て

は 、 地 方 公 共 団 体 と 影 響 を 受 け る バ ス 事 業 者 ら に よ る 協 議 会 を

設 置 し て 協 議 を 行 い 、 減 収 減 益 に 対 す る 低 利 融 資 や 路 線 廃 止 に

対 す る 補 償 措 置 を 講 じ た 例 が 存 在 す る 。 前 者 の 方 策 は 、 適 切 な

経 営 参 加 に よ る 調 整 が 行 わ れ れ ば 、 後 者 の よ う な 補 償 等 の 措 置

が不要となるメリットがある。



- 28 -

( ) 住民との合意形成等2

Ｌ Ｒ Ｔ の 導 入 に 際 し て は 、 住 民 生 活 の 様 々 な 面 に 大 き な 影 響 を

、 。 、与えることとなるため 地域住民との合意が不可欠である 特に

Ｌ Ｒ Ｔ の 導 入 は 、 道 路 を 走 る 既 存 の 自 動 車 交 通 に 影 響 を 与 え る た

め 「 自 動 車 交 通 優 先 型 社 会 の 見 直 し 」 の 必 要 性 に 対 す る 理 解 は、

極 め て 重 要 で あ る 。 た だ し 、 前 述 の と お り 、 自 動 車 は 交 通 機 関 と

し て 他 の 機 関 に 代 替 し が た い 又 は 優 れ た 機 能 を 有 し て い る た め 、

こ こ で い う 「 自 動 車 交 通 優 先 型 社 会 の 見 直 し 」 と は 、 自 動 車 利 用

を 否 定 す る も の で は な い こ と に 注 意 が 必 要 で あ る 。 具 体 的 に は 、

過 剰 な 自 動 車 利 用 を 是 正 し 公 共 交 通 機 関 と 自 家 用 自 動 車 の 間 で 適

切 な 役 割 分 担 を 構 築 す べ く 、 自 家 用 自 動 車 以 外 で 目 的 を 達 す る こ

と が で き る 交 通 需 要 は 、 で き る 限 り 公 共 交 通 へ シ フ ト さ せ る と い

う も の で あ る 。 な お 、 こ の 場 合 、 自 主 的 な シ フ ト だ け で な く 、 公

共 交 通 機 関 の 利 用 で 足 り る 交 通 需 要 に つ い て は 強 制 的 に シ フ ト さ

せ る こ と も あ り う る が 、 交 通 シ ス テ ム の 制 度 設 計 に あ た っ て は 、

。 、各地域の実情に応じた判断に委ねられるものである 具体的には

公 共 交 通 機 関 の 料 金 を 低 く 抑 え る こ と に よ り 誘 導 す る 手 法 か ら 、

都 心 部 へ の 自 家 用 自 動 車 の 乗 り 入 れ を 禁 止 す る 手 法 ま で 様 々 な 手

法の制度化が考えられる。

こ の ほ か 、 Ｌ Ｒ Ｔ 導 入 の 必 要 性 に 関 し 、 都 市 再 生 や 中 心 市 街 地

活 性 化 の 視 点 、 高 齢 者 ・ 交 通 弱 者 対 策 の 視 点 、 歩 行 者 優 先 の 中 心

市 街 地 づ く り の 視 点 な ど が 挙 げ ら れ る が 、 こ れ ら の 点 に つ い て も

地域住民の理解を得ることが必要である。

他 方 、 Ｌ Ｒ Ｔ 導 入 に よ り 、 中 心 市 街 地 の 経 済 に 悪 影 響 を 与 え る

の で は な い か と い う こ と が 問 題 と な る こ と が あ る 。 具 体 的 に は 、

中 心 市 街 地 へ の 自 家 用 自 動 車 の 利 用 を 規 制 し た 場 合 、 商 店 街 へ の

買 い 物 客 が 減 少 す る と の 懸 念 な ど で あ る 。 こ れ は Ｌ Ｒ Ｔ を 導 入 し

た 欧 米 の 都 市 で も 懸 念 さ れ た こ と で あ る が 、 Ｌ Ｒ Ｔ の 導 入 が 、 都

市 の 再 生 や 中 心 市 街 地 の 活 性 化 等 の た め の 総 合 的 な 計 画 の 中 で 推

進 さ れ る こ と に よ り 、 現 在 で は 、 従 前 よ り も 買 い 物 客 が 増 え 、 か

つ 、 そ の 滞 在 時 間 が 増 え る と い う メ リ ッ ト の 方 が 評 価 さ れ て き て

いる。

ま た 、 Ｌ Ｒ Ｔ 導 入 に よ る 直 接 の 利 益 は 、 沿 線 の 利 用 者 に 止 ま る

と の 批 判 が な さ れ る こ と が あ る 。 こ れ に 対 し て は 、 直 接 の 利 用 者

以 外 で も 、 地 域 住 民 に は 、 渋 滞 の 緩 和 、 環 境 負 荷 の 低 減 、 中 心 市

街 地 の 環 境 の 改 善 等 の 間 接 利 益 が 及 ぶ こ と に 加 え 、 自 家 用 車 が 使

え な い 緊 急 時 に 利 用 可 能 と な る メ リ ッ ト な ど に つ い て 、 理 解 を 得

ることが必要である。
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( ) 道 路 管 理 者 及 び 交 通 管 理 者 の 理 解 ・ 協 力 、 関 係 者 の 協 力 体 制 の3
構築

Ｌ Ｒ Ｔ は 路 面 交 通 を 基 本 と す る た め 、 そ の 導 入 に 際 し て は 、 道

路 管 理 者 及 び 交 通 管 理 者 の 理 解 と 協 力 が 不 可 欠 で あ る 。 し か し な

が ら 、 路 面 電 車 は 、 自 家 用 自 動 車 の 増 加 に 伴 っ て 渋 滞 を 引 き 起 こ

し 、 自 動 車 交 通 の 阻 害 要 因 と し て 捉 え ら れ た こ と が 廃 止 の 理 由 に

な っ た 背 景 も あ り 、 Ｌ Ｒ Ｔ の 導 入 に 際 し て は 、 円 滑 な 道 路 管 理 と

交 通 管 理 を そ れ ぞ れ 担 う 道 路 管 理 者 及 び 交 通 管 理 者 の 理 解 と 協 力

を得ることが重要なポイントとなる。

こ れ ら の ハ ー ド ル を 越 え て 、 Ｌ Ｒ Ｔ の 導 入 ・ 運 営 を 円 滑 に 進 め

て い く た め に は 、 国 土 交 通 省 が 年度（平成 年 度 ） か ら 新2005 17

た に 実 施 す る 予 定 の Ｌ Ｒ Ｔ 整 備 に 対 す る 総 合 支 援 で 位 置 づ け て い

る よ う に 、 Ｌ Ｒ Ｔ 事 業 者 、 道 路 管 理 者 、 交 通 管 理 者 等 の 関 係 者 で

構 成 さ れ る Ｌ Ｒ Ｔ プ ロ ジ ェ ク ト 推 進 協 議 会 な ど を 設 置 ・ 運 営 し て

い く こ と が 有 効 と 考 え ら れ る 。 さ ら に 、 欧 米 の 例 を 見 る と 、 こ れ

ら の 関 係 者 を ま と め る た め に は 、 地 方 公 共 団 体 の 長 の リ ー ダ ー シ

ップの発揮が極めて重要となっている。

さ ら に 、 Ｌ Ｒ Ｔ の 円 滑 な 走 行 と 道 路 交 通 の 調 和 を 図 り つ つ 、 渋

滞 解 消 や 都 心 部 の 環 境 改 善 と い う 導 入 目 標 を 達 成 す る た め に は 、

道 路 交 通 需 要 を 適 切 に コ ン ト ロ ー ル す る Ｔ Ｄ Ｍ 施 策 の 積 極 的 な 実

施 が 不 可 欠 で あ る 。 Ｔ Ｄ Ｍ 施 策 は 、 前 述 し た よ う に 、 通 過 交 通 を

迂 回 さ せ る 環 状 道 路 の 整 備 と い っ た ハ ー ド 的 な 施 策 も あ れ ば 、 道

路 ・ 駐 車 情 報 の 提 供 、 ロ ー ド プ ラ イ シ ン グ 等 の ソ フ ト 的 な 施 策 も

あ る 。 中 で も 、 Ｌ Ｒ Ｔ 優 先 信 号 の 設 置 を は じ め と す る Ｌ Ｒ Ｔ の 円

滑 な 走 行 を 確 保 す る た め の 道 路 交 通 規 制 の 運 用 は 極 め て 重 要 で あ

る 。 Ｔ Ｄ Ｍ 施 策 に は 様 々 な 実 施 方 法 が あ る こ と か ら 、 地 域 の 実 情

に応じ柔軟な対応が求められる。

ま た 、 中 心 市 街 地 の 活 性 化 の 観 点 か ら 、 わ が 国 で も Ｌ Ｒ Ｔ の 導

入 と ト ラ ン ジ ッ ト モ ー ル の 設 置 が 併 せ て 検 討 さ れ る こ と が 多 い 。

、 、 、これは ＬＲＴは バスなどの無軌道系交通機関と比較した場合

レ ー ル の 存 在 か ら 、 歩 行 者 に と っ て 安 全 な エ リ ア が 明 確 に な る た

め と 考 え ら れ る 。 し か し な が ら 、 ト ラ ン ジ ッ ト モ ー ル は 、 わ が 国

で は 僅 か な 交 通 実 験 を 除 き 、 実 例 が な い こ と か ら 、 今 後 、 歩 行 者

等 と の 関 係 に つ い て の ル ー ル づ く り を 行 っ て い く こ と が 必 要 で あ

る。
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２ ． 魅 力 的 な Ｌ Ｒ Ｔ と な る た め に

( ) 自家用自動車等と競争のできる低廉な料金設定、高頻度運行1
Ｌ Ｒ Ｔ が 導 入 さ れ た と し て も 、 魅 力 的 な Ｌ Ｒ Ｔ と し て 地 域 に 受

け 入 れ ら れ る た め に は 、 Ｌ Ｒ Ｔ 自 体 が 自 家 用 自 動 車 を は じ め と し

た 他 の 交 通 機 関 と 競 争 で き る サ ー ビ ス を 提 供 す る こ と が 不 可 欠 で

あ る 。 中 で も 、 低 廉 な 料 金 設 定 や 高 頻 度 の 運 行 が 重 要 で あ る 。 Ｌ

Ｒ Ｔ が 他 の 交 通 機 関 に 比 べ て 優 れ た 特 徴 を 有 し て い た と し て も 、

利 用 者 が 選 ぶ 際 に は そ れ ぞ れ の ニ ー ズ に 合 わ せ た 総 合 的 な 判 断 に

よ る こ と に な る た め 、 割 高 な 運 賃 設 定 や 低 い 運 行 頻 度 は 、 Ｌ Ｒ Ｔ

の 優 れ た 特 徴 を 減 殺 し て し ま い 、 利 用 者 を 遠 ざ け 、 導 入 目 的 が 達

成されないこととなってしまう恐れがある。

、 、欧米では 低廉な料金と高頻度の運行サービスを提供するため

建 設 費 に 止 ま ら ず 、 運 行 経 費 に も 支 援 を 行 っ て い る 例 が 多 く 、 中

に は 米 国 ポ ー ト ラ ン ド の よ う に 都 心 部 の 運 賃 を 無 料 に し て い る 都

市も存在することは示唆に富む。

( ) コスト削減2

低 運 賃 ・ 高 頻 度 運 行 の Ｌ Ｒ Ｔ を 実 現 す る た め に は 、 ま ず コ ス ト

を 低 く 抑 え る 努 力 が 不 可 欠 で あ る 。 具 体 的 に は 建 設 費 、 運 営 費 を

。 、低く抑えることである そのためには様々な工夫が考えられるが

前 述 の 熊 本 市 の 計 画 に 見 ら れ る よ う に 、 同 じ 起 点 と 終 点 を 結 ぶ 路

線 で あ っ て も 、 ル ー ト の 選 び 方 で 建 設 単 価 が 大 き く 異 な り 、 路 線

の 選 定 や 設 計 段 階 に お い て も 工 夫 の 余 地 が 大 き い こ と が 窺 え る 。

ま た 、 わ が 国 で 導 入 が 進 み つ つ あ る Ｌ Ｒ Ｖ と 呼 ば れ る 低 床 車 両 を

は じ め と し た 設 備 に つ い て も 、 大 量 発 注 や 標 準 化 の 推 進 に よ る コ

ストダウンが期待されるところである。

( ) 厳格な需要見通しの策定3

計 画 段 階 に お い て 楽 観 的 で な い 厳 格 な 需 要 見 通 し を 策 定 す る こ

と も 、 地 域 住 民 が Ｌ Ｒ Ｔ 導 入 の 是 非 に つ い て 的 確 に 判 断 す る た め

の 材 料 と し て 不 可 欠 で あ る と と も に 、 開 業 後 の 円 滑 な 運 営 の た め

に極めて重要であることは言うまでもない。
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( ) 民間能力の活用4

①民間の能力を活用した経営主体・事業手法の選択

多 く の 人 々 に 利 用 さ れ る Ｌ Ｒ Ｔ と な る た め に は 、 適 切 な 経 営

主 体 の 選 択 も 重 要 で あ る 。 建 設 時 、 運 営 時 の 様 々 な 場 面 に お け

る メ リ ッ ト ・ デ メ リ ッ ト を 判 断 し て 、 民 営 、 公 営 、 第 三 セ ク タ

ー な ど の 経 営 形 態 の 中 か ら そ れ ぞ れ の 地 域 に 合 っ た 適 切 な も の

を 選 択 す べ き で あ る 。 一 般 的 に は 、 建 設 の 場 面 で は 、 財 政 支 援

、 、や資金調達の面で公的側面が強い方が有利で 運営の場面では

人 件 費 も 含 め た コ ス ト 削 減 努 力 や サ ー ビ ス 水 準 の 確 保 の 観 点 か

ら民営の方が優れていると考えられている。

ま た 、 近 年 で は 、 Ｐ Ｆ Ｉ （ プ ラ イ ベ ー ト ・ フ ァ イ ナ ン ス ・ イ

ニ シ ア テ ィ ブ ） や Ｐ Ｐ Ｐ （ パ ブ リ ッ ク ・ プ ラ イ ベ ー ト ・ パ ー ト

ナ ー シ ッ プ ） な ど 公 民 共 働 の 事 業 推 進 方 法 が 提 案 さ れ て き て お

り 、 積 極 的 に 検 討 さ れ る べ き で あ る 。 こ う し た 経 営 形 態 や 事 業

推 進 方 法 の 選 択 に 際 し て は 、 上 記 の 財 政 負 担 の 軽 減 や サ ー ビ ス

水 準 の 向 上 の 観 点 の ほ か 、 行 政 の ガ バ ナ ン ス の 確 保 や 、 民 間 主

体 を 活 用 す る 場 合 の イ ン セ ン テ ィ ブ の 確 保 、 市 民 へ の 説 明 責 任

の確保などについて、配慮することが必要と考えられる。

②住民や事業者の民間能力の活用

資 金 調 達 面 に お け る 民 間 能 力 の 活 用 方 法 と し て は 、 事 業 者 の

株 主 と し て の 参 加 な ど 旧 来 か ら の 方 法 の み な ら ず 、 地 方 公 共 団

体 の 発 行 す る ミ ニ 市 場 公 募 債 を 住 民 や 企 業 が 購 入 す る な ど の 工

夫も期待される。

こ の ほ か 、 民 間 能 力 の 活 用 方 法 と し て は 、 ま ち づ く り の 計 画

。 、立案や路線の設定における住民の参加が考えられる 欧米では

都 市 計 画 や 交 通 計 画 の 策 定 過 程 に お い て 、 原 案 の 提 案 を 含 め 様

々 な 形 で の 参 加 が 進 ん で い る 。 Ｌ Ｒ Ｔ の 導 入 に 伴 う 自 動 車 交 通

の 抑 制 に 反 発 し て 、 Ｌ Ｒ Ｔ の 導 入 に 反 対 す る こ と も あ る 商 店 街

の 人 々 も 、 自 ら の 市 街 地 を よ り よ く し て い く 観 点 か ら 積 極 的 に

検討に参加することが期待される。

、 、また 沿線への集客施設の設置も含めた路線計画の提案など

民 間 に よ る 需 要 創 造 型 の 計 画 の 提 案 な ど も 期 待 さ れ る と こ ろ で

ある。
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３ ． Ｌ Ｒ Ｔ の 導 入 に 関 す る 公 的 負 担 の あ り 方

( ) 鉄軌道建設に関する従来のわが国の公的負担の考え方1
、 「 、わが国においては 鉄軌道の整備について 民間鉄道事業者が

そ の 経 営 判 断 に 基 づ き 、 必 要 な 整 備 を 推 進 す る こ と が 基 本 と 考 え

ら れ 」 て い る 。 こ れ は 「 鉄 道 事 業 は 、 そ の 便 益 を 享 受 す る 利*1 、

用 者 が 特 定 可 能 で あ り 、 従 っ て 、 原 則 と し て 当 該 利 用 者 の 負 担 に

よ り 整 備 に 要 す る 費 用 を ま か な う こ と が 、 公 平 の 観 点 か ら 見 て 重

要 で あ る 」 と 考 え ら れ て き た た め で あ り 、 事 実 、 戦 後 の 都 市 鉄*2

道 に お い て は 、 民 間 鉄 道 事 業 者 主 導 に よ り 鉄 道 整 備 が な さ れ て き

た 。 こ の た め 、 鉄 軌 道 事 業 に 対 す る 公 的 支 援 に つ い て は 、 道 路 整

備 が 公 に よ っ て 担 わ れ て い る の と 異 な り 、 地 下 鉄 等 資 本 費 負 担 が

極 め て 重 い 場 合 な ど 限 定 的 に 行 わ れ て き て い る の が 現 状 で あ る 。

( ) 公的負担を容認する理論と手法2

、「 、フランスにおいては 国民の誰もが容易に低コストで快適に

同 時 に 社 会 的 コ ス ト を 増 加 さ せ な い で 移 動 す る 権 利 」 と い う 「 交

通 権 」 が 基 本 的 人 権 の 一 つ と し て 認 知 さ れ て い る 。 こ う し た 考 え

な ど を 背 景 に し て 、 道 路 な ど と 同 じ よ う に 、 鉄 軌 道 を 社 会 の イ ン

フ ラ と し て 名 実 と も に 位 置 づ け て い る こ と が 、 欧 米 に お け る 特 徴

と 言 え る 。 特 に 、 Ｌ Ｒ Ｔ に つ い て は 「 都 市 の 装 置 、 都 心 部 の、 」

「 水 平 エ レ ベ ー タ ー 」 と し て 、 都 市 に 欠 か せ な い イ ン フ ラ と し て

主張される場合も少なくない 。*3

わ が 国 で も 、 環 境 問 題 、 市 街 地 活 性 化 、 交 通 事 故 の 減 少 、 渋 滞

の 緩 和 、 自 動 車 を 利 用 で き な い 人 々 へ の 対 応 、 自 動 車 が 使 え な い

場 合 の 利 用 可 能 性 に 対 す る 評 価 等 の 社 会 的 便 益 を 考 慮 し た 公 的 負

担容認論が存在する 。*4

ま た 、 市 場 で 金 銭 的 に 評 価 さ れ な い も の の 価 値 を 評 価 す る 手 法

と し て 、 Ｃ Ｖ Ｍ 調 査 （ 仮 想 市 場 法 ： コ ン テ ィ ジ ェ ン ト ・ ヴ ァ リ ュ

エ イ シ ョ ン ・ メ ソ ッ ド ） が 提 唱 さ れ て い る 。 こ れ は 、 回 答 者 に*5
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「 仮 想 の 計 画 」 を 提 示 し 、 そ の 実 現 の た め に 世 帯 当 た り で 支 払 っ

て も 良 い と 考 え る 金 額 （ 支 払 意 思 額 ） を 答 え て も ら い 、 そ れ に よ

っ て 得 ら れ た 金 額 に 世 帯 数 な ど を 加 味 し て 統 計 処 理 し 、 計 画 の 価

値 を 推 計 す る と い う も の で あ る 。 今 後 、 各 地 域 に お け る Ｌ Ｒ Ｔ 導

入の検討において、こうした手法の活用も期待される。

さ ら に 、 先 に 自 動 車 交 通 機 関 と 鉄 軌 道 系 交 通 機 関 の 直 接 費 用 と

社 会 的 費 用 を 含 め た 総 費 用 の 比 較 に つ い て ふ れ た が 、 こ う し た 視

点 も 踏 ま え て 、 わ が 国 に お け る 鉄 軌 道 整 備 に 対 す る 公 的 負 担 の 議

論が今後一層深化することが望まれる。

( ) ＬＲＴの導入に向けた公的負担のあり方3
前 述 し た よ う に 、 わ が 国 に お い て は 、 Ｌ Ｒ Ｔ を 本 格 的 に 新 設 ・

延 伸 し た 例 は な い 。 本 研 究 会 で ヒ ア リ ン グ し た Ｌ Ｒ Ｔ 導 入 計 画 の

平 均 像 も 、 現 行 の 支 援 制 度 下 で は 、 採 算 性 は 厳 し く 、 現 行 の 支 援

では十分でないことが明らかになったところである。

ま た 、 今 回 、 こ れ ら 導 入 計 画 の 平 均 像 を 基 に 分 析 し た と こ ろ で

は 、 現 行 の 支 援 制 度 で は 、 他 の 鉄 軌 道 系 交 通 機 関 に 対 す る 支 援 制

度 に 比 べ て 、 事 業 者 負 担 割 合 が 高 く な っ て い る こ と も 明 確 と な っ

た。

こ の た め 、 地 下 鉄 や 新 交 通 シ ス テ ム 等 他 の 鉄 軌 道 系 交 通 機 関 で

採 算 が 合 う ほ ど 大 き な 需 要 が な い 場 合 に Ｌ Ｒ Ｔ を 選 択 し よ う と し

て も 、 建 設 総 コ ス ト は 軽 減 で き る が 、 事 業 者 負 担 が 重 く 事 業 の 採

算 が 合 わ な い た め 、 事 業 そ の も の を 断 念 せ ざ る を 得 な い 状 況 と な

っ て い る 。 こ れ は 、 か つ て 鉄 軌 道 系 交 通 機 関 が 他 の 交 通 機 関 に 比

べ て 強 い 競 争 力 を 有 し て い た 時 代 は と も か く 、 充 実 し た 道 路 網 を

背 景 と し て 自 動 車 が 強 い 競 争 力 を 持 つ よ う に な っ た 現 在 に あ っ て

は 、 民 間 事 業 者 に 任 せ て い る だ け で は 鉄 軌 道 系 交 通 機 関 の 充 実 を

図 る こ と が で き な い こ と を 改 め て 浮 き 彫 り に し て い る も の と 考 え

られる。

主 に 地 域 内 交 通 と し て の 役 割 が 期 待 さ れ る Ｌ Ｒ Ｔ の 導 入 に つ い

て は 、 地 方 公 共 団 体 に よ る 主 体 的 な 取 組 を 基 本 と す べ き で あ る た

め 、 公 的 負 担 の 必 要 性 に つ い て は 、 ま ず は 、 地 方 公 共 団 体 自 ら が

Ｌ Ｒ Ｔ の 持 つ 公 益 性 を 踏 ま え て 判 断 す る こ と が 必 要 な こ と は 言 う

までもない。

そ の 上 で 、 Ｌ Ｒ Ｔ の 導 入 を 促 進 す る た め に は 、 地 域 に お け る 取

組 を 支 援 す る 観 点 か ら 、 国 に よ る 支 援 の 充 実 が 求 め ら れ る 。 こ の

た め 、 地 方 公 共 団 体 の 主 体 的 な 取 組 を 支 援 す る た め の 地 方 債 措 置

の 拡 充 等 地 方 財 政 措 置 の 充 実 に つ い て 今 後 更 に 検 討 を 深 め て い く
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こ と が 必 要 で あ る 。 具 体 的 に は 、 イ ン フ ラ 部 分 を 道 路 の 一 部 と し

て 整 備 し て い る 点 に お い て 路 面 電 車 と 類 似 性 が 見 ら れ る 新 交 通 シ

、 （ ） 、ステム等と同様に 非インフラ部分 事業者負担部分 に対して

地 方 公 共 団 体 の 一 般 会 計 か ら の 出 資 に 起 債 を 認 め る こ と な ど が 考

えられる （なお、 年度（平成 年度）から、国土交通省に。 2005 17
お い て 、 従 来 の 鉄 軌 道 事 業 者 に 対 す る 補 助 制 度 の 対 象 メ ニ ュ ー を

大 幅 に 拡 充 し た Ｌ Ｒ Ｔ シ ス テ ム 整 備 費 補 助 制 度 が 新 設 さ れ 、 既 存

の 支 援 制 度 と の 連 携 に よ る 総 合 的 支 援 が 講 じ ら れ る 見 込 み で あ

り 、 そ の 活 用 が 期 待 さ れ る と こ ろ で あ る 。 し か し な が ら 、 当 該 新

制度は 年度（平成 年 度 ） か ら 適 用 さ れ る こ と か ら 、 本 研2005 17

、 。）究会では 当該新制度に基づく分析を行うことはできなかった

ま た 、 今 後 、 公 的 支 援 の 充 実 を 検 討 す る 際 に は 、 こ れ ま で の 助

成 制 度 の よ う に 、 各 鉄 軌 道 事 業 が 使 用 す る 技 術 タ イ プ （ 例 え ば 、

モ ノ レ ー ル や 新 交 通 シ ス テ ム ） や 経 営 形 態 （ 例 え ば 、 公 営 や 第 三

セクター）ごとの区分に拘らない柔軟な対応も期待される 。*1

さ ら に 、 地 方 公 共 団 体 が 事 業 者 を 支 援 す る 際 に は 、 こ れ ま で の

国 の 制 度 に 沿 っ た 支 援 に 止 ま る こ と な く 、 地 域 の 実 情 に あ わ せ て

地 方 公 共 団 体 自 ら が 判 断 し て 、 独 自 の 支 援 を 柔 軟 に 行 う こ と も 必

要 と 考 え ら れ る 。 例 え ば 、 用 地 提 供 と い っ た 金 銭 以 外 の 支 援 も 検

討対象として考えられる。

な お 、 こ れ ま で の 鉄 軌 道 事 業 に お い て は 、 需 要 見 通 し を 大 き く

下 回 る 結 果 と な っ て い る 例 も 見 ら れ た 。 需 要 は ま ち づ く り 等 に 大

き く 影 響 さ れ る が 、 需 要 が 予 測 を 下 回 っ た こ と を 受 け て 追 加 的 な

公 的 支 援 が 行 わ れ る 場 合 も 見 受 け ら れ 、 こ の 点 、 地 域 住 民 か ら 批

判 を 受 け る こ と も 少 な く な い 。 今 後 は 、 予 め 、 必 ず し も 事 業 者 の

責 任 と は い え な い 原 因 に よ っ て 需 要 が 下 回 っ た 場 合 に お け る 追 加

の 公 的 支 援 に 関 す る ル ー ル の ほ か 、 逆 に 、 需 要 が 予 測 を 上 回 っ た

場 合 に お い て 事 業 者 の イ ン セ ン テ ィ ブ を 損 な わ な い 範 囲 で 当 該 利

潤 を 公 に 還 元 す る ル ー ル を 取 り 決 め て お く な ど 、 公 的 支 援 に お け

る 地 域 住 民 の 納 得 性 を 高 め る シ ス テ ム を 導 入 す る こ と も 必 要 で あ

る。

さ ら に 、 公 的 支 援 の 充 実 を 検 討 す る 際 に は 、 財 源 に 係 る 問 題 を

無 視 す る こ と は で き な い 。 従 来 か ら 、 鉄 軌 道 の 整 備 は 固 定 資 産 税

等 の 増 収 が 期 待 さ れ る た め 、 こ れ を 地 方 公 共 団 体 の 財 源 と し て 認

識 す る こ と が で き る の で は な い か と の 考 え が あ る が 、 米 国 で は 、
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更 に Ｔ Ｉ Ｆ と 呼 ば れ る 、 開 発 に よ る 税 収 の 増 加 を も っ て 開 発 費 用

の 財 源 に 充 て る と い う 考 え 方 が 広 ま っ て お り 、 こ う し た 考 え 方 も

参 考 に な る も の と 考 え ら れ る 。 ま た 、 欧 米 で 導 入 さ れ て い る よ う

な 交 通 税 の 導 入 や 道 路 特 定 財 源 等 の 活 用 に つ い て の 検 討 も 期 待 さ

れ る と こ ろ で あ る が 、 前 者 に つ い て は 「 交 通 権 」 の 概 念 も 含 め、

導 入 に 際 し て は 国 民 的 議 論 を 必 要 と し 、 ま た 、 後 者 に つ い て も 、

鉄 軌 道 な ど へ の 転 用 に つ き 受 益 と 負 担 の 関 係 を ど う 考 え る か な ど

検 討 す べ き 課 題 も 少 な く な い 。 一 方 、 ロ ー ド プ ラ イ シ ン グ に つ い

、 、ては 公共交通の充実のための財源として納得性が高いことから

その導入について検討すべきものと考えられる。
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第４章 さらなる検討課題

、 、これまで述べてきたもののほか ＬＲＴの導入を推進するためには

以下のような課題についても検討を進めていくことが求められる。

１ ． 技 術 の 進 歩 に 応 じ た 現 行 規 制 の 見 直 し 及 び 運 用

鉄 軌 道 事 業 に 対 す る 現 行 諸 規 制 と 現 代 に お け る 技 術 の 進 歩 と の ギ

ャ ッ プ が 指 摘 さ れ て い る 。 こ の た め 、 輸 送 力 増 大 の た め の 車 両 連 結

長 の 規 制 の 緩 和 に つ い て 検 討 を 進 め る と と も に 、 次 の 取 り 扱 い の 積

極的活用を図ることが期待される。

○ 道 路 や 他 の 軌 道 と の 立 体 交 差 を 容 易 に す る な ど の た め の 勾 配 規

制の特別設計許可

○ 速 達 性 向 上 の た め 、 最 高 速 度 ㎞ ／ 時 と さ れ て い る Ｌ Ｒ Ｔ の40
速度規制の例外取扱い許可

２ ． 運 賃 収 受 方 式 の 見 直 し

わ が 国 の 路 面 電 車 と 欧 米 の Ｌ Ｒ Ｔ の 一 番 大 き な 違 い は 、 運 賃 収 受

方 式 で あ る 。 欧 米 で 採 用 さ れ て い る 運 賃 収 受 方 式 で あ る 信 用 乗 車 方

式 と は 、 わ が 国 の よ う に 運 転 手 や 車 掌 が 改 札 を せ ず 、 乗 客 自 ら が 乗

車 券 の 管 理 を 行 う 方 式 で あ る 。 国 や 都 市 に よ っ て 異 な る が 、 乗 客 自

ら が 事 前 に チ ケ ッ ト を 購 入 し 、 乗 車 後 、 車 内 で 自 ら が 刻 印 す る 方 式

が 一 般 的 で あ る （ こ の た め 、 チ ケ ッ ト ・ キ ャ ン セ ラ ー 方 式 と も 呼 ば

れる 。 こ の 方 式 を 採 用 す る こ と に よ り 、 何 両 も 車 両 を 連 結 し 長 編）

成 と し た 場 合 で も 運 転 手 一 人 だ け の 運 行 が 可 能 に な り 、 運 行 コ ス ト

が 削 減 で き る と と も に 、 複 数 の 扉 か ら 同 時 に 多 く の 人 が 乗 り 降 り で

き る こ と に よ り 、 運 行 ス ピ ー ド を 速 く す る こ と が で き る 。 欧 米 で は

こ の 方 式 を 採 用 す る 一 方 、 罰 則 を 強 化 す る と と も に 、 抜 き 打 ち の 検

札 を 行 っ て い る 。 わ が 国 で は 、 不 正 乗 車 を 抑 制 す る た め に 高 額 の 罰

金 を 科 す こ と が な じ ま な い と さ れ て い る こ と な ど に よ り 導 入 さ れ て

い な い が 、 今 後 は 、 こ う し た 方 式 の 導 入 や Ｉ Ｃ カ ー ド な ど の 新 し い

技 術 の 活 用 に つ い て 検 討 を 進 め 、 乗 車 方 式 ・ 運 賃 収 受 方 式 を 改 善 し

ていくことが期待される。
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３ ． 標 準 化 の 推 進

車 両 等 設 備 に 係 る 標 準 化 の 推 進 も 、 コ ス ト の 削 減 に 資 す る こ と か

ら 、 期 待 さ れ る も の で あ る 。 例 え ば 、 台 車 部 分 は 、 Ｌ Ｒ Ｔ と し て の

、 、 、低床性 加速性能 快適性に大きな影響を与える基幹部分であるが

表 面 上 見 え な い 部 分 で も あ る こ と か ら 、 標 準 化 し て 、 各 事 業 者 が 共

、 。通で使うことにより コスト削減に大きく資することが期待される

一 方 、 各 都 市 の 景 観 に 大 き な 影 響 を 与 え る ボ デ ィ ー の デ ザ イ ン に つ

いては、各都市で個性を競い合うことが考えられる。
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おわりに

Ｌ Ｒ Ｔ は 、 他 の 公 共 交 通 機 関 に 比 べ て 優 れ た 特 性 を 有 す る 一 方 、 経

済 性 に 関 す る 問 題 や 路 面 交 通 と し て の 特 性 か ら 、 各 地 で 新 設 や 延 伸 が

、 。検討されながら これまで本格的な実現に至らなかったところである

本 研 究 会 で は 、 Ｌ Ｒ Ｔ の 持 つ 、 優 れ た 乗 降 性 、 低 環 境 負 荷 、 比 較 的

、 、 、低い建設コスト ネットワークの明確性 都市の顔としての役割など

Ｌ Ｒ Ｔ の 優 れ た 特 性 を 明 ら か に し た 上 で 、 そ の 導 入 計 画 に つ い て 経 済

的 な 側 面 を 中 心 に 分 析 す る こ と に よ り 、 導 入 に 当 た っ て ク リ ア し て い

く べ き 重 要 な 事 項 を 明 ら か に す る と と も に 、 公 的 支 援 の あ り 方 に つ い

て検討したところである。

具体的には、現行支援制度を前提として、全国 都市の つの導入6 9

計 画 の 平 均 像 を 分 析 し て 、 採 算 が 合 う 条 件 を 求 め た 結 果 、 計 画 の 平9
均値に比べ、事業者の負担する有償資金比率又は建設費を 分の 程3 1

度にするか、運賃又は需要を 倍程度にすることが必要であることが3
判 明 し た 。 一 方 、 欧 米 に お い て は 、 路 面 電 車 の 需 要 は 平 均 で わ が 国 よ

り も 小 さ い に も か か わ ら ず 、 都 市 の イ ン フ ラ と し て 位 置 づ け る な ど 充

実 し た 支 援 が な さ れ 、 そ の 導 入 が 進 ん で い る 。 こ の た め 、 わ が 国 に お

い て も 、 地 方 公 共 団 体 に よ る 主 体 的 な 取 組 を 基 本 と し つ つ 、 地 域 の 取

組 を 支 援 す る た め 、 地 方 公 共 団 体 に 対 す る 地 方 財 政 措 置 の 充 実 を は じ

め 国 に よ る 支 援 の 充 実 に つ い て の 検 討 を 深 め て い く こ と が 必 要 で あ る

とした。

今 後 、 各 方 面 に お い て 、 本 提 言 の 内 容 に つ い て 一 層 の 検 討 と 取 組 を

進め、各地においてＬＲＴの導入が進むことを期待したい。


